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基本施策１　地域におけるネットワークの構築・強化

自治会、円卓会議
等のネットワーク
の構築・強化

P.21

企画部(令和
4年度～地域
振興部）
生涯健幸部

シティプロ
モ―ション
課（令和４
年度～市民
協働課）
健康推進課

自治会会長あてにゲートキーパー養
成研修のリーフレットを配布

計画的に地域とのつながりを図る
必要がある。

実施

（企画課）コロナ禍により、円卓
会議・地域づくりの会の実施はで
きなかった。円卓会議・地域づく
りの会の各代表者による情報交換
会を実施した。
（健康推進課）自治会会長あてに
ゲートキーパー養成研修のリーフ
レットを配布した。

計画的に地域とのつながりを図る
必要がある。

実施
円卓会議を開催できない地域がある
中、役員のみの開催等、工夫して開
催できた地域もあった。

地域活動については、円卓会議を
実施できた地域もあったがほとん
どの地域がコロナ禍で開催するこ
とが難しかった。

30%
地域活動は連携をとり再開
に向けて各地域と調整を図
る。

地域活動については、円卓会議を実
施できた地域が増えた。いくつかの
円卓会議ではイベントを開催するこ
とができた。また、各円卓会議の代
表者を集め、情報交換等を実施し
た。

コロナの影響はあったが、会議の
再開・イベントの開催等、地域と
のつながりを図ることができた。

60%

自治会・円卓会議ともに効率よく
情報共有できるよう、メール配信
等の活用を促し、リーフレットの
データ配信やホームページを見て
もらえる方法を考える。

メール登録やSNSの活用に取り組
み、自治会長や代表者以外の方にも
情報共有できるようにしている。

市民活動団体・
NPOとのネット
ワークの構築・強
化

P.21

企画部(令和
4年度～地域
振興部）
福祉・子ど
も部
生涯健幸部

シティプロ
モ―ション
課（令和４
年度～市民
協働課）
福祉総務課
健康推進課

ボランティア・市民活動に関する
ネットワークを開催

引き続き団体間のネットワークの
構築を図る。

実施

ボランティア・市民活動に関する
ネットワークを講座や交流会を実
施することはできなかったが、ア
ンケート方式による市民活動実情
調査を実施したりオンラインの活
用方法などについて学ぶ講座を
行った。

引き続き団体間のネットワークの
構築を図る。

実施

（企画課）オンラインでの研修
や、感染症対策を行い人数を制限し
て講座を開催する等、ボランティア
や市民活動の場を確保した。
（福祉総務課）ＮＰＯ法人連絡会
は、参加がなく中止。団体運営に役
立つ内容の情報交換会や講座等を実
施した。

（企画課）ボランティア・市民活
動については概ね取り組めた。
（福祉総務課）引き続き団体間の
ネットワークの構築を図る。

企画課
80％

福祉総務課
実施

（シティープロモ―ション
課）ボランティア・市民活
動は引き続き活動の場を確
保する。
（福祉総務課）実施を継
続。

（シティープロモ―ション課）感染
対策を行うことで、活動を拡充・再
開している。
（福祉総務課）ボランティア・市民
活動センターが主催するＮＰＯ法人
連絡会は、参加がなく中止。団体運
営に役立つ内容の情報交換会や講座
等を実施した。

（シティープロモーション課）コ
ロナの感染状況を留意しながら、
ボランティア・市民活動の再構築
を図った。（福祉総務課）引き続
き団体間のネットワークの構築を
図るよう要望する。

市民協働課80%
福祉総務課実施

（市民協働課）ボランティア・市
民活動団体どうしのネットワーク
構築や情報共有を図る。
（福祉総務課）
取組を継続

（市民協働課）活動がコロナ以前に
回復しつつあるため、ネットワーク
の再構築や情報共有を行っている。

自殺対策庁内連絡
会の開催

P.21 生涯健幸部 健康推進課 年1回開催（1月）
自殺に係る相談状況、自殺対策庁
内体制、ゲートキーパー研修等に
おける情報共有を図った。

50%

集合型の連絡会は実施せず、自殺
対策進捗状況、自殺に係る相談状
況の集約及び報告、研修の周知等
をメールにて実施。

コロナ禍において集合型で実施す
るのは難しく、今後の方法を検討
する必要がある。

未実施

集合型の連絡会は実施せず。書面に
て実施。自殺対策進捗状況、自殺に
係る相談状況の集約及び報告、研修
の周知等をメールにて実施。

コロナ禍において集合型で実施す
るのは難しく、今後の方法を検討
する必要がある。

30%
集合型にて年1回実施し、自
殺に関する情報を共有す
る。

庁内連絡会を令和5年3月24日に集
合型にて開催。市における自殺者数
等の共有や自殺に係る相談こころの
健康電話相談の状況、ゲートキー
パー研修の開催状況について共有し
た。関係する所管課によるケース会
議を開催し情報共有を図った。

自殺に係る相談状況、自殺対策庁
内体制、ゲートキーパー研修等に
おける情報共有を図った。自殺既
遂者のケース会議を関係する所管
課で情報共有を図ることにより、
未然に防ぐための方策、情報連携
を強化することができた。

100% 自殺対策計画における自殺対策庁内連絡会の開催は年２回となっている。全体会１回のほか、適宜ケース会議を行い、自殺リスク者への対応を図る。取組を継続。

自殺対策庁内推進
本部の設置・自殺
対策庁内推進会議
の開催

P.22 生涯健幸部 健康推進課
自殺対策推進本部を要綱を定めて設
置、　年1回推進会議の開催（2月）

推進本部、幹事会を設置し、自殺
対策の庁内体制を構築することが
できた。

100% 年1回実施（8月）

自殺対策本部会議を開催し、自殺
対策計画進捗状況、自殺に係る相
談状況等の情報共有を行うことが
できた。

100% 年2回実施（5月・2月）

自殺対策本部会議を開催し、自殺
対策計画進捗状況、自殺に係る相
談状況等の情報共有を行うことが
できた。

100% 年1回実施 年1回実施（書面）（3月）

自殺対策本部会議（書面）を開催
し、自殺対策計画進捗状況、自殺
に係る相談状況等の情報共有を行
うことができた。

100% 実施を継続 実施を継続

自殺対策連絡協議
会・研修会の実施

P.22 生涯健幸部 健康推進課 - - - - - -
2月に実施に向けて調整していた
が、コロナ感染拡大防止のため、延
期した。

関係機関との情報共有等をはかる
ことはできなかった。

0% 年1回実施予定

連絡協議会を令和4年11月28日に開
催。市における自殺に関する現状、
対策の取組について報告し、意見交
換を行った。

関係機関との情報共有等をはかる
ことができた。自殺既遂者等の
ケースの共有を図り、意見交換を
行い、課題意識の共有を図ること
ができた。

100% 年1回実施予定。 取組を継続。

高齢者に関する会
議・保健・福祉等
の分野との連携強
化

P22 生涯健幸部
介護保険課
健康推進課

年3回医療会議連携推進協議会、部会
12回、専門職向け研修2回、市民公
開講座1回を実施。

専門職向け研修や市民向け公開講
座を開催することができた。医療
介護専門機関のICTを活用した情報
共有については検討しているが、
委員の意見が一致せず未導入であ
る。

70%
年２回医療・介護連携推進協議
会、専門職向け研修1回を実施。

コロナ禍で集合形式での会議や研
修実施が困難となり、オンライン
を活用した会議等の開催を試行し
た。専門職向け研修や市民向け公
開講座を開催することができた。
医療・介護専門機関のICTを活用し
た情報共有についての令和3年度導
入について確認を行った。

30%
年3回医療・介護連携推進協議会を
開催。部会を合計5回開催。専門職
向け研修1回を実施。

コロナ禍でオンラインでの協議会
を実施したが、つながりが弱く
なったと考えている。情報連携部
会にてＩＣＴの導入について検
討、デモ会議まで行ったが、市内
全域に周知を図る研修を企画した
ときに、感染症が拡大。実施に至
らなかった。

30%

ＩＣＴの導入に向け、研修
会を実施すれば導入可能な
状況になっている。医療と
介護の関係者がＩＣＴでつ
ながることにより、より簡
単に連携が図れ高齢者の状
況の変化を察知できる機会
が増す。清瀬版ＩＣＴの導
入を図る。

取組を継続
年2回医療・介護連携推進協議会を
開催。部会を1回開催。専門職向け
研修1回を実施。

前年度まで検討していた清瀬版ICT
を令和４年度から開始した。清瀬
市を事務局とし、市内関係機関に
参加を呼びかけた。関係する多職
種で情報連携をスムーズに行える
ようになるため、状況の変化が共
有できるようになった。

70%

新型コロナウイルス感染症流行前
に実施していた、専門職の研修に
ついて、再度検討していく。顔の
見える関係性を得ることにより、
高齢者の変化に多くの専門職が気
づき、情報共有することができる
と考える。

取組を継続。

精神科医療との連
携強化

P22
福祉・子ど
も部
生涯健幸部

生活福祉課
障害福祉課
健康推進課

精神保健福祉担当者連絡会を年3回予
定していたが、新型コロナウイルス
感染症の関係で2回開催となった。

連絡会の目的は関係機関の連携と
情報交換である。本連絡会により
自殺予防につながる連携が図れ
る。

100%

（障害福祉課）精神保健福祉担当
者連絡会を年３回予定していた
が、新型コロナウイルス感染症ま
ん延防止のため年2回の開催となっ
た。少人数で行う事務局会議は年
３回行っている。
（生活福祉課）精神保健福祉担当
者連絡会は、新型コロナウイルス
感染症の関係で2回開催となった。

（障害福祉課）連絡会の目的は地
域包括ケアシステムの構築と効果
的な連携を図ることである。本連
絡会により自殺予防につながる連
携を深めている。
（生活福祉課）連絡会の目的は、
関係機関との連携と情報交換であ
る。本連絡会により、関係機関が
地域との連携を強化することで自
殺予防が図れる。

100%

（障害福祉課）コロナ禍のため参
加が難しい機関もあったが、予定し
た3回の連絡会を実施した。
（生活福祉課）精神保健福祉担当
者連絡会は、3回開催となった。

（障害福祉課）
連絡会は地域包括ケアシステムの
構築と効果的な連携を図ることを
目的に開催している。本会により
自殺予防につながる連携も深まっ
ている。　　　　　（生活福祉
課）連絡会の目的は、関係機関と
の連携と情報交換である。本連絡
会により、関係機関が地域との連
携を強化することで自殺予防が図
れる。
（健康推進課）精神科受診中断に
ついては、障害福祉課と連携して
対応した。

100% 取組を継続
（障害福祉課）新型コロナウイルス
の渦中ではあったが、予定した年3
回の連絡会を実施できた。

（障害福祉課）連絡会の目的は地
域包括ケアシステムの構築と効果
的な連携を図ることである。本連
絡会により自殺予防につながる連
携を深めている。

100% 取組を継続
（障害福祉課）第1回の連絡会を開
催した。地域医療および福祉に携わ
る21の事業所が参加した。

保護を必要とする
児童を支援する事
業との連携強化

P22

福祉・子ど
も部
教育部
生涯健幸部

子ども家庭
支援セン
ター
教育指導課
健康推進課

（子ども家庭支援センター）要保護
児童対策地域協議会において、関係
機関の出席のもと、個別検討会議を
44回開催した。
（指導課）スクールカウンセラー及
びスクールソーシャルワーカーを活
用

（子ども家庭支援センター）支援
対象者に効果的な支援策を検討・
実施することができるように、要
保護児童対策地域協議会等を通じ
て、連携体制を推進できた。
（指導課）児童・生徒の相談窓口
として機能しており、関連部署と
連携して対応が出来ている。

子ども家庭
支援センター

実施
指導課
100%

（子ども家庭支援センター）要保
護児童対策地域協議会において、
関係機関の出席のもと、個別検討
会議を50回開催した。
（指導課）スクールカウンセラー
及びスクールソーシャルワーカー
を活用

（子ども家庭支援センター）支援
対象者に効果的な支援策を検討・
実施することができるように、要
保護児童対策地域協議会等を通じ
て、連携体制を推進できた。
(指導課）児童・生徒の相談窓口と
して機能しており、関連部署と連
携して対応が出来ている。

子ども家庭
支援センター

実施
指導課
100%

（子ども家庭支援センター）要保
護児童対策地域協議会において、関
係機関の出席のもと、個別検討会議
を50回開催した。
（指導課）スクールカウンセラー
及びスクールソーシャルワーカーを
活用

（子ども家庭支援センター）コロ
ナ禍の中、支援対象者に効果的な
支援策を検討・実施することがで
きるように、要保護児童対策地域
協議会等を通じて、連携体制を推
進できた。
（指導課）児童・生徒の相談窓口
として機能しており、関連部署と
連携して対応が出来ている。

子ども家庭
支援センター

実施
指導課
100％

（子ども家庭支援セン
ター）引き続き、支援対象
者に効果的な支援策を検
討・実施することができる
ように、要保護児童対策地
域協議会等を通じて、連携
体制を強化していく。
（指導課）実施を継続

（子ども家庭支援センター）要保
護児童対策地域協議会において、関
係機関の出席のもと、個別検討会議
を27回開催した。

（子ども家庭支援センター）コロ
ナ禍の中、支援対象者に効果的な
支援策を検討・実施することがで
きるように、要保護児童対策地域
協議会等を通じて、連携体制を推
進できた。

子ども家庭
支援センター

実施

（子ども家庭支援センター）引き
続き、支援対象者に効果的な支援
策を検討・実施することができる
ように、要保護児童対策地域協議
会等を通じて、連携体制を強化し
ていく。

実施を継続

生活保護事業、生
活困窮者自立支援
事業との連携強化

P23
福祉・子ど
も部
生涯健幸部

生活福祉課
健康推進課

依存性の高い疾患のある世帯員につ
いては、状況確認を行いながら医療
機関につなげている。

未然に防ぐことも含め、対応できた。 実施
依存性の高い疾患のある世帯員に
ついては、状況確認を行いながら
医療機関につなげている。

未然に防ぐことも含め、対応できた。 実施

（生活福祉課）依存性の高い疾患
のある世帯員については、状況確認
を行いながら医療機関につなげてい
る。
（健康推進課）生活困窮者からの
相談については、生活福祉課と連携
して対応した。

未然に防ぐことも含め、対応できた。 実施 取組を継続 取組を継続

（生活福祉課）依存性の高い疾患
のある世帯員については、状況確
認を行いながら医療機関につなげ
ている。

実施 取組を継続 取組を継続

危機対応のための
連携強化

P23 生涯健幸部 健康推進課

自殺対策推進本部を設置、自殺対策
推進会議を開催し、庁内連携を図っ
た。東京都の実施している自殺相談
ダイヤルや講演会等の情報を自殺強
化月間週間において、周知啓発を行
い、また、コンビニエンスストアと
の連携体制において情報収集を行っ
た。

庁内の連携を図る土台を築くこと
ができた。

実施

自殺対策推進会議を開催し、庁内
連携を図った。東京都の実施して
いる自殺相談ダイヤルや講演会等
の情報を自殺強化月間週間におい
て、周知啓発を行った。

庁内の連携を図ることができた。 実施

自殺対策推進会議を開催し、庁内連
携を図った。東京都の実施している
自殺相談ダイヤルや講演会等の情報
について、自殺強化月間週間におい
て周知啓発を行った。

庁内の連携を図ることができた。 50% 取組を継続

自殺対策推進会議(書面）開催し、
庁内での情報共有を図った。東京都
の実施している自殺相談ダイヤルや
講演会等の情報について、自殺強化
月間週間において周知啓発を行っ
た。

庁内の連携を図ることができた。 100% 取組を継続 取組を継続

基本施策２　自殺対策を支える人材の育成

市職員向けゲート
キーパー養成講座
の開催

P.24 生涯健幸部 健康推進課

年2回実施（8月・3月）を予定して
いたが、3月分については新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止のため中
止。

管理職向けの研修を実施すること
ができ、自殺対策への理解を深め
ることができた。

実施
集合型研修を予定していたが、オ
ンデマンド方式による実施に変更
し、動画を作成した。

集合型研修を予定していたが、オ
ンデマンド方式による実施に変更
し、講師に依頼し動画を作成した
が、実施には至らなかった。

未実施
オンデマンド方式により実施した。
受講者100名

コロナ禍の中、オンデマンド方式
とすることで、職員が都合にあわ
せて受講することができた。

100% 取組を継続
オンデマンド方式により実施した。
受講者55名。

オンデマンド方式とすることで、
職員が都合にあわせて受講するこ
とができた。概ね３年に１回は受
講することとし、知識のブラッ
シュアップを図る方式を採用し
た。

100%

令和５年度までに職員50％以上の
受講を目標としており、未受講の
方、新入職員の方、相談業務に携
わる方、３年に１回受講を周知
し、積極的な参加をお願いする。

取組を継続

専門職向けゲート
キーパー養成講座
の開催

P24 生涯健幸部 健康推進課 - - 未実施 - - 未実施 - - 未実施 実施検討 - ⁻ 未実施 実施検討 実施検討

2‐2．市民や地域
団体等を対象とし
た研修の実施

市民や地域団体向
けのゲートキー
パー養成講座の開
催

P25 生涯健幸部 健康推進課 年1回実施（2月）
市民を対象として初めて夜間に実
施した。実践編の案内希望者もお
り、好評であった。

実施 年2回実施（2月～3月・3月）

集合型での取組予定から、方式を
変更し、オンデマンド方式及びオ
ンライン方式での初級・中級の開
催をすることができた。自殺対策
として必ず実施しなければならな
いものとして、オンデマンド方式
にすることにより、昨年度よりも
多数の申込があり反響は大きかっ
た。

100%

初級編についてはオンデマンド方式
にて実施した。中級編については集
合形式で実施を計画したが、新型コ
ロナウイルス感染症の流行により延
期とした。

初級編については、基礎知識を習
得する目的で、コロナ禍における
方法を検討し実施することができ
た。

50% 取組を継続

初級編についてはオンデマンド方式
で実施（R5.2.20～3.31）した。
中級編については集合形式にて夜間
に実施（５月）。受講者16名。

初級編については、オンデマンド
方式とすることで、各々が都合に
あわせて受講することができた。
中級編については、オンラインよ
り気づきが多く分かりやすいと好
評であった。

100%

初級編をオンデマンド方式にて実
施予定（8月1日～10月19日）。今
年度は民間企業にも受講を依頼し
た。
中級編を令和5年9月19日に開催予
定（昼間）

初級編（8月1日～10月19日）オン
デマンドにて開催

基本施策３　市民への啓発と周知

自殺予防週間、自
殺対策強化月間に
おける普及啓発

P27 生涯健幸部 健康推進課

自殺予防週間（9月）において、図書
館等でパネル展示、東京都・西武鉄
道の協力により駅構内にてリーフ
レットを配布。自殺対策強化月間（3
月）で予定していた活動は、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止のため
中止。

当日は人身事故により電車が停止
するなどの状況下ではあったが、
新たな試みである東京都・西武鉄
道の協力により、駅構内にて普及
啓発活動を実施することができ
た。

実施

図書館や健康センター等でのパネ
ル展示、西武鉄道・東京都の協力
により駅での街頭キャンペーンを
行った。自殺予防週間（９月）に
あわせて図書館等にてパネル展
示、自殺対策強化月間（３月）に
は、東京都・西武鉄道の協力によ
り駅構内にてリーフレットを配
布。

コロナ禍での取組であったが、た
すきや拡声器の使用、手袋着用等
により、実施することができた。

50%

自殺予防週間（9月）、自殺対策強
化月間（3月）にあわせて、図書館
や健康センター等でのパネル展示、
西武鉄道・東京都との協働による駅
での街頭キャンペーンを行った。

人身事故による街頭キャンペーン
の中止もあったが、自殺予防週
間・自殺対策強化月間において、
こころの健康や相談先等に関する
普及啓発を実施することができ
た。

75% 取組を継続

自殺予防週間（9月・3月）におい
て、図書館等でのパネル展示、駅で
の街頭キャンペーンを行った。西武
鉄道、東京都、こころのサポー
ター、健康づくり推進員とともに
キャンペーンを実施した。配布数
796部。

自殺予防週間・自殺対策強化月間
において、こころの健康や相談先
等に関する普及啓発を実施するこ
とができた。　初めての試みとし
てゲートキーパー受講者（こころ
のサポーター）に登録している
メールにてキャンペーン協力依頼
を行い、４名が参加した。今後も
サポータの輪を広げていく。

100%

自殺予防週間（9月・3月）におい
て、図書館等でのパネル展示、駅
での街頭キャンペーンを実施予
定。

9月14日に清瀬駅北口・南口にて自
殺予防の街頭キャンペーンを実施予
定。また、9月1日から30日まで図
書館でパネルや関連図書の展示、9
月11日から25日までクレアにて展
示を実施予定。

既存のリーフレッ
ト等を活用した周
知

P27 生涯健幸部 健康推進課 - - 未実施 - - 未実施
東京都福祉保健局のハンカチ型・
カード型リーフレットを、健康セン
ター窓口等に配架。

若者向け、子ども向け、女性向け
の手に取りやすいリーフレットを
配架することができた。

実施 取組を継続
東京都福祉保健局のリーフレット等
を健康推進課窓口に配架。

若者向け、子ども向け、女性向け
の手に取りやすいリーフレットを
配架することができた。

100%
東京都福祉保健局の若者向け、子
ども向け、女性向けの手に取りや
すいリーフレットを配架予定。

東京都福祉保健局のリーフレットを
含め、健康推進課窓口や図書館等に
配架。

「いのちを守る
（仮）カード」の
配布

P27 生涯健幸部 健康推進課
働き盛り世代に向けたこころの健康
編リーフレットを作成（5,500部）。

心のチェックシートや心療内科情
報等を盛り込むことができた。

実施
電話相談情報をカード化して作成
し、地域市民センター等にて配
布。

財布等に入れて携帯する等、必要
時に相談することができる媒体と
なった。

実施

清瀬市の電話相談を含めたコロナ禍
におけるこころの相談先一覧を作成
し、健康センターにポスター掲示を
した。

コロナ禍におけるこころの相談先
の周知を行うことができた。

実施 取組を継続

清瀬市の電話相談を含めたコロナ禍
におけるこころの相談先一覧を更新
し、民生児童委員、ゲートキーパー
養成講座受講者に配布。

こころの相談先の周知を行うこと
ができた。

100%

関係者に相談先一覧の配布すると
ともに、「こころの体温計」を7月
から運用開始し、ホームページの
掲載をした。「こころの体温計」
は、こころの健康状態を自己
チェックした後、悩みに応じた相
談窓口の連絡先一覧に遷移するこ
とができる機能となっている。

7月のアクセス件数718件

3‐2．講演会やイ
ベント等の開催

健康大学、公共交
通機関等と連携し
た普及啓発イベン
トの開催

P28 生涯健幸部 健康推進課
健康大学として「マインドフルネ
ス」をテーマに講演会を実施　参加
者121名

参加者アンケートで、86％が「と
てもよかった」「よかった」。
78％が「理解が深まった」と回答
した。

実施

健康大学として「セルフケアと対
応について～いのちを守るために
～」をテーマにJ：COMチャンネル
にて放送した。

集合型として講演会を実施する予
定であったが、コロナ禍であるこ
とにより中止を余儀なくされ、テ
レビ放映を手段として、セミナー
を開催した。

100%
健康大学TVとして「いのちを守る
～こころの健康～」をテーマに
J:COMチャンネルにて放送した。

コロナ禍での取組として、前年度
に引き続きテレビ放映により開催
することができた。

100% テーマを変えて実施予定

健康大学TVとして「眠りの不思議
～こころとからだのつながり～」を
テーマにJ:COMチャンネルにて放送
した。

コロナ禍での取組として、前年度
に引き続きテレビ放映により開催
することができた。

100%
2月に講演会「メンタルヘルスと健
康（仮）」を開催予定。

取組を継続

1‐1．地域におけ
るネットワークの
構築・強化

1‐2．特定の問題
における連携強化

2‐1．様々な職種
を対象とする研修
の実施

3‐1．リーフレッ
ト等啓発グッズの
作成と周知
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令和6年2月6日（火）
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広報誌やメディア
を活用した普及啓
発

P28 生涯健幸部 健康推進課

9月の自殺予防週間、3月の自殺対策
強化月間にあわせて、特集記事を掲
載。関係機関相談先情報などもあわ
せて掲載。

大きなスペースを確保して特集記
事を組むことができた。

実施

9月の自殺予防週間、3月の自殺対
策強化月間にあわせて、特集記事
を掲載。関係機関相談先情報など
もあわせて記載。

特集記事を組むことができた。 実施

9月の自殺予防週間、3月の自殺対
策強化月間にあわせて、市報とホー
ムページに記事を掲載した。関係機
関相談先情報などもあわせて記載を
した。

自殺対策強化月間における特別相
談を含めて周知することができ
た。

100% 取組を継続

9月の自殺予防週間、3月の自殺対
策強化月間にあわせて、市報とホー
ムページに記事を掲載した。関係機
関相談先情報などもあわせて記載を
した。

自殺対策強化月間に合わせて特別
相談を含めて周知することができ
た。

100%

自殺予防週間（9月）において、市
報とホームページに記事を掲載で
きた。自殺対策強化月間（3月）に
おいても実施予定。

9月14日に清瀬駅北口・南口にて街
頭キャンペーンを実施予定。
9月1日号の広報にて自殺予防及び
こころの健康について周知予定。

地域団体等と連携
した普及啓発

P28 生涯健幸部 健康推進課 - - 未実施 - - 未実施 - - 未実施 実施方法の検討 - - 未実施 実施方法の検討 実施方法の検討

学校と連携した児
童生徒への相談窓
口の周知

P28
教育部
生涯健幸部

教育指導課
健康推進課

相談窓口の一覧を作成し、児童・生
徒に周知を行った。

自殺予防に係る指導と関連して夏
季休業日に向けた学級指導等にお
いて配布した。

100%
相談窓口の一覧を作成し、児童・
生徒に周知を行った。

自殺予防に係る指導と関連して夏
季休業日に向けた学級指導等にお
いて配布した。

100%
相談窓口の一覧を作成し、児童・生
徒に周知を行った。

自殺予防に係る指導と関連して夏
季休業日に向けた学級指導等にお
いて配布した。

100% 取組を継続
相談窓口の一覧を作成し、児童・生
徒に周知を行った。

自殺予防に係る指導と関連して夏
季休業日に向けた学級指導等にお
いて配布した。

100% 取組を継続 取組を継続

家族の見守る力の
強化

P28 生涯健幸部 健康推進課
心の健康編のリーフレットを5,500部
作成し、35歳の市民に個別郵送し
た。

リーフレット作成が遅れたため、
小中学校や商工会等と連携した取
り組みができなかった。

実施
安心メール登録者に対して電話相
談の周知を行った。

電話相談の情報を家族に教え、そ
の家族から電話相談があった。家
族や知り合い等のサポートする力
をさらに強めていけるように発信
する必要がある。

実施

安心メール登録者に対して電話相談
の周知を行った。健康診査のテーマ
としてこころの健康を取り上げ、対
象者に相談一覧やパンフレットを送
付した。

電話相談の情報を家族に教え、そ
の家族から電話相談があった。相
談先等を広く周知することができ
た。

実施 取組を継続
安心メール登録者に対して電話相談
の周知を行った。

電話相談の情報を家族に教え、そ
の家族から電話相談があった。相
談先等を広く周知することができ
た。

50% 取組を継続 取組を継続

基本施策４　生きることの促進要因を増やす取組

市民の居場所づく
り、支え合いの仕
組みづくりの強化

P30
生涯健幸部
関係各部

健康推進課
関係各課

シニアクラブ：23団体、会員数982
人
子育てひろば：1,332回、参加者876
人
放課後子ども教室：参加者数
19,673人

関係各課にて市民の居場所づく
り、支え合いの仕組みづくりを推
進することができた。

実施

シニアクラブ：23団体、会員数935
人
子育てひろば：1,332回、参加者
876人

関係各課にて市民の居場所づく
り、支え合いの仕組みづくりを推
進することができた。

実施

シニアクラブ：22団体、会員数767
人
子育てひろば：1,332回、参加者
876人

関係各課にて市民の居場所づく
り、支え合いの仕組みづくりを推
進することができた。

実施 取組を継続
シニアクラブ：22団体、会員数728
人

関係各課にて市民の居場所づく
り、支え合いの仕組みづくりを推
進することができた。

実施 取組を継続

相談・支援体制の
充実

P31
生涯健幸部
関係各部

健康推進課
関係各課

日常業務にて相談業務を行っている
職員に対しての研修を予定していた
が、新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため中止。

- 未実施

日常業務にて相談業務を行ってい
る職員に対しての研修を予定して
いたが、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため中止。

- 未実施

日常業務にて相談業務を行っている
職員に対しての研修を予定していた
が、新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため中止。

- 未実施 相談者への支援実施予定。
特設総合相談こころの健康相談にお
いて、臨床心理士が相談員となり、
職員によるケースの相談を行った。

職員の抱えている困難ケースを相
談する機会を設けることにより、
適切なアドバイスを受け解決へ導
くことができた。相談を受ける側
のメンタルケアにも繋がった。

100% 取組を継続 取組を継続

自殺未遂者への支
援

P32
生涯健幸部
関係各部

健康推進課
障害福祉課
関係各課

本人・家族・関係機関などから相談
があれば対応する。今年度は対象者
なし。

日常業務の中で相談しやすい対応
を心がける。

実施

対象者の同居高齢者の支援に入っ
ていた関係者から連絡を受け対応
した。現在は訪問看護を利用し支
援が続いている。また、消防との
情報共有の連携が図れた。

今後も関係機関との連携を進め
る。

実施

精神疾患治療中で自殺未遂を繰り返
していたケースに、医療機関、消防
署、警察署、庁内他課と連携して対
応した。

関係機関と連携することで対象者
の把握と支援を充実させることが
出来た。

実施 取組を継続
自死に至ったケースについて事例検
討を実施した。

関係機関と連携することで対象者
の把握と支援をすることができ
た。

実施 取組を継続 取組を継続

遺された人への支
援

P32 生涯健幸部 健康推進課
近隣市からのわかちあいの会などのl
リーフレットを窓口等に配置。

周知啓発を行うことができた。 実施
近隣市からのわかちあいの会など
のリーフレットを窓口等に配置。

周知啓発を行うことができた。 実施
近隣市からのわかちあいの会などの
リーフレットを窓口等に配置。

周知啓発を行うことができた。 実施
市民課にてリーフレットを
配布する等、方法を検討し
実施する予定。

市民課に依頼し、東京都福祉保健局
の遺族者向けリーフレットを死亡届
受理時に配布した。

周知啓発を行うことができた。 実施
市民課にてリーフレットの配布を
継続。

市民課窓口にて、東京都福祉保健局
の遺族者向けリーフレットを死亡届
受理時に配布。

4‐1．生きること
の促進要因を増や
す取組の強化

3‐3．各種メディ
ア媒体、地域、学
校等と連動した普
及啓発

2



計画における
項目

実施内容
計画書
ページ

担当部署 担当課 再掲 令和元年度実施状況
令和元年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度（％） 令和2年度実施状況

令和2年度　実施状況に関す
る担当課の評価

達成度（％） 令和3年度の実施状況
令和3年度実施状況に関する担当

課の評価
達成度(％)

今後（令和4年度以降）の
実施計画

令和4年度の実施状況
令和4年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度
（％）

今後（令和5年度以降）の
実施計画

令和5年度の実施状況

達成度(％)

市民相談

法律相談、土地建物登記(表
示)・測量相談、人権身の上
相談、不動産取引相談、年
金・労働相談、登記（相続・
遺言）相談、税務相談、相
続・暮らしの手続き相談等を
行います。相談者の中で、自
殺のリスクを抱えた人を必要
な支援機関へつなげます。

　

企画部
（令和４年
度～地域振
興部）

シティプロ
モーション
課（令和４
年度～市民
協働課）

法律相談、人権身の上相談、土地
家屋調査士相談（境界・測量・登
記）、不動産取引相談、年金・労
働相談、司法書士相談（登記・相
続・遺言）、税務相談、行政書士
相談（相続・遺言書等の手続）等
を行います。相談者の中で、自殺
のリスクを抱えた人を必要な支援
機関へつなぐ。

法律相談や税務相談、司法書
士相談や行政書士相談などと
比べ、人権身の上相談などは
実施件数が少なく、周知等が
必要。

実施

法律相談、土地家屋調査士相談
（境界・測量・登記）、不動産取
引相談、年金・労働相談、司法書
士相談（登記・相続・遺言）、税
務相談、行政書士相談（相続・遺
言書等の手続）、行政相談、交通
事故相談を行いました。相談者の
中で、自殺のリスクを抱えた人を
必要な支援機関へつなぐ。

令和元年度で課題のあっ
た、周知方法については、
相談の内容を市民目線でわ
かりやすく説明したチラシ
を作成し、公共施設にも設
置し周知を図った。

実施

相談の種類によっては、コロナの
感染状況により対面で実施できな
い期間中も、相談者が対面での相
談を強く求めたときは感染症対策
を行い時間を短くする等の対応を
して対面での相談にも対応した。

コロナ禍で対面での相談が難し
いときは電話相談を案内する
等、相談者に配慮した対応がで
きた。

100%

法律相談、土地建物登記(表
示)・測量相談、人権身の上相
談、不動産取引相談、年金・
労働相談、登記（相談・遺
言）相談、税務相談、相続・
暮らしの手続き相談等を行い
ます。相談者の中で、自殺の
リスクを抱えた人を必要な支
援機関へつなぐ。

夜間弁護士相談2回実施、市
報等により周知啓発によ
り、100%予約入る。総合相
談会にてこころの健康相談
を同時実施。

夜間弁護士相談2回実施、
市報等により周知啓発、
100%予約入るが、本人理由
によりｷｬﾝｾﾙ3件あり。特
設総合相談にてこころの健
康相談を同時実施した。

100%

法律相談、人権身の上相談、
土地家屋調査士相談（境界・
測量・登記）、不動産取引相
談、年金・労働相談、司法書
士相談（登記・相続・遺
言）、税務相談、行政書士相
談（相続・遺言書等の手
続）、行政相談、交通事故相
談を行う。相談者の中で、自
殺のリスクを抱えた人を必要
な支援機関へつなぐ。

夜間弁護士相談を2回から3
回に増設、市報等により周
知啓発、1回目100%予約入
る。特設総合相談にてここ
ろの健康相談を同時実施。

事業者向け
ワーク・ラ
イフ・バラ
ンス（仕事
と生活の調
和）の推進

事業者、特に100人以下の中
小企業向けに、長時間労働
の是正、ワーク・ライフ・
バランスなどの情報を提供
し、認識と対応を進めま
す。

P34
企画部
市民環境部

男女共同参
画　セン
ター
産業振興課

（男女共同参画センター）『あな
たを活かす働く女性のための法
律・制度』講座（5名受講）【女性
労働協会女性就業支援全国展開事
業】を開催し就労制度の啓発を
行った。
（産業振興課）市役所1階市民ホー
ルや健康センター2階ホールにおい
て、ワークライフバランスに関係
する他の機関のチラシ、ポスター
を配布し、啓発活動に努めた。

（男女共同参画センター）ア
イレックとしての取り組み方
を検討していく。
（産業振興課）啓発活動を通
じて認識の向上を促すことが
できた。

男女共同参
画センター

50%
産業振興課

100%

『働く女性のストレスケア』講座
（6名受講）【女性労働協会女性就
業支援全国展開事業】を開催し
ワーク・ライフ・バランスの啓発
を行った。

アイレックとしての取り組
み方を検討していく。

50%

きよせ女性広報「Ms.スクエア」は
全国的にも珍しい全戸配布を実施
しており、各事業者にも届けら
れ、社内のWLB推進の活用資料と
なるよう働きかけた。具体的には
一部の事業所に直接持参し、職員
への回覧や周知の協力をお願いし
た。

女性広報誌を事業者に直接持参
することで、各担当者と話す機
会を持つことができた。WLBの
推進は各社まちまちではあった
が、状況を把握することができ
たことは大きな一歩であると判
断した。

50%

事業者向けのWLBの推進を
様々な媒体でも発信するとと
もに、令和3年度から開始した
事業者への訪問を継続してい
く。

取組を継続。

一部の事業所へは「Ms.ス
クエア」を持参する等によ
り継続したWLBを発信に心
掛けた。
また、コワーキングスペー
ス「ことりば」を継続運営
し、テレワーク等の新しい
働き方を応援することで
WLBの推進を釣ることに繋
がった。

75%

事業者向けのWLBの推進を
様々な媒体でも発信する。加
えて、市民の新しい働き方を
応援することで事業者のＷＬ
Ｂ推進に協力する。

取組を継続。

就労支援

就労経験の少ない若者・非
正規等多様な形で働く人へ
の情報提供、講座の実施、
ハローワーク情報の提供を
行い、就労を支援します。
参加者の中で、自殺のリス
クを抱えた人を必要な支援
機関へつなげます。

P34
企画部
市民環境部

男女共同参
画　セン
ター
産業振興課

（男女共同参画センター）「しご
と相談」（10月から月1度開催）を
再開し、複数人で相談員と共有相
談をする「おしごとカフェ」を開
催した。
（産業振興課）市役所1階市民ホー
ルや清瀬・ハローワーク就職情報
室において、若者・非正規等多様
な形で働く人へ、就労講座等の情
報提供を行った。

（男女共同参画センター）
「おしごとカフェ」等のネッ
トワーク作りが結実していく
ように企画していく。
（産業振興課）啓発活動を通
じて多様な就労形態に対応し
た情報提供を実施することが
できた。

男女共同参
画センター

75%
産業振興課

100%

「しごと相談」を開催した。ハ
ローワークからの情報をコーナー
を作り周知した。

貧困等の悩みを持つ人を支
援に繋げる。

75%

アイレック相談における「しごと
相談」をコロナ禍による事業実施
制限のある中、継続して開催し
た。また、年度初めに相談者数が
急増したことにより、相談日を増
加した。
さらに、女性活躍推進法に基づく
国の交付金を活用し、コロナ禍に
おける困難を抱える女性に対して
働き方相談会を開始し、実施日に
はマザーズハローワークが出張開
催し就労を支援した。

コロナ禍において、国も就労を
含めた困難を抱えた女性への支
援を進める中、既存の相談日の
増加と共に、新たな就労支援を
開始した。都内でも当市を含め3
例しか実施していないことから
先進的な展開であり、時代に即
した事業である。

75%

令和3年度から開始した就労支
援を発展的に継続するととも
に、既存の相談事業を含め事
業の実施を周知していく。

求職中の女性向けセミナー
（保育つき）、ミニ面接会
実施。若者ハローワーク

女性活躍推進に基づく困難
を抱えた女性に対する就労
支援を実施。コロナ禍によ
り仕事に影響を受けた女性
に対する相談会を10回開催
した他、同日に出張マザー
ズハローワークを開催し就
労に繋がった方もいた。

75%

再就職に向けて「自分らしい
一歩」を踏み出すためのチャ
レンジ相談の実施と子育てと
家庭の両立がしやすい求人情
報をマザーズハローワークが
出張して紹介。

８月より事業開始

小口事業資
金融資事業

市内の事業者向けに事業資
金融資の斡旋を行います。
利用者の中で、自殺のリス
クを抱えた人を必要な支援
機関へつなげます。

P34 市民環境部 産業振興課
小口事業資金融資あっせん申込33
件を受付けた。

滞りなく融資が実行され、市
内事業者の事業計画通りに適
切に事業を継続させることが
できた。

100%

小口事業資金融資あっせん申込13
件を受付けた。また、新型コロナ
の影響を受けた事業者には保証料
の上乗せ補助を行った。
民間金融機関でコロナ関連融資を
受けるために必要なセーフティ
ネット保証について4号355件、5号
43件、危機関連保証72件の認定を
行った。

新型コロナウイルス感染症
の感染拡大による売上減少
のため資金繰りが悪化した
事業者に対し、滞りなく融
資が実施され、事業を継続
させることができた。

100%

小口事業資金融資あっせん申込50
件を受付けた。また、昨年度から
引き続き、保証料全額補助を行い
事業者を支援した。

相談から融資実行に至るまでス
ピード感をもって対応し、資金
繰りに苦しむ事業者への事業継
続を支援した。

100% 実施を継続する。

小口事業資金融資あっせん
申込58件を受付けた。ま
た、昨年度から引き続き、
保証料全額補助を行い事業
者を支援した。

滞りなく融資が実行され、
自立の助長を促すことがで
きた。

100% 実施を継続する。 取組を継続。

商工会等
育成事業

市内経済団体である商工会
を通じて、事業に関する経
営相談や地域振興事業を行
います。相談者の中で、自
殺のリスクを抱えた人を必
要な支援機関へつなげま
す。

P34 市民環境部 産業振興課

商工会を通じて、地域消費の拡大
のためのプレミアム付商品券事業
をはじめとする各種地域振興事業
を実施した。

商工会を通じて、市内事業者
の事業継続に向けた事業を実
施することができた。

100%

商工会を通じて新型コロナウイル
ス感染症拡大により経営に影響を
受けている事業者の相談窓口「よ
ろず相談会」を開設、売上減少に
苦しむ事業者支援のため「中小企
業応援給付金」の支給や消費喚起
のキャンペーン等の事業を行っ
た。

新型コロナウイルス感染症
の感染拡大による外出やイ
ベント開催の自粛、時短・
休業要請など事業環境が極
端に悪化するなか、商工会
を通じて市内事業者の経営
を下支えすることができ
た。

100%

新型コロナウイルス感染症対策事
業清瀬市中小企業総合相談窓口
「よろず相談会」を昨年に引き続
き、実施した。清瀬市内の中小企
業に対し、相談内容として、各助
成金の申請補助や経営相談全般や
従業員の労働環境の改善につなが
る労務相談を行い、経営者及び労
働者に対し、経営及び労働環境の
改善の支援を行った。

新型コロナウイルス感染症対策
事業清瀬中小企業総合相談窓口
「よろず相談会」を昨年に引き
続き、実施。相談件数について
も、昨年よりも増加し、より幅
広く、多岐にわたる市内事業者
に対し、相談業務を行い、経営
及び労務における支援を行っ
た。

100% 実施を継続する。

原油価格・物価高騰などの
影響下にある市内事業者の
事業継続支援のため、事業
者への給付金の給付及び消
費促進事業等を実施した。

新型コロナウイルス感染症
の影響や、原油価格・物価
高騰などの経済変動の影響
を受けた市内事業者に対し
て、商工会を通じて経営を
下支えすることができた。

100%

プレミアム付デジタル商品券
事業等の事業を清瀬商工会と
連携して行うことで、市内の
事業者を支えるとともに、地
域振興につなげていく。

取組を継続。

事業所・
勤労者・
家族へ向
けた普及
啓発

地域団体等と連携した事業
所・勤労者・家族へ向けた
メンタルヘルスや労働相談
に関するリーフレットなど
を活用した啓発活動を行い
ます。

P34 市民環境部
産業振興課
健康推進課

市役所1階市民ホールや健康セン
ター2階ホールにおいて、メンタル
ヘルスや労働相談に関係する他の
機関のチラシ、ポスターを配布
し、啓発活動に努めた。

事業所・勤労者・家族へ向け
て適切に普及啓発を行った。

100%

(産業振興課)市役所1階市民ホール
や清瀬・ハローワーク就職情報室
において、若者・女性・高齢者・
中堅世代・非正規等多様な形で働
く人へ、就労講座等の情報提供を
行った。

（産業振興課）事業所・勤
労者・家族へ向けてメンタ
ルヘルスや労働相談に関す
るリーフレットなどを配布
し普及啓発を行った。

100%

（産業振興課）市役所1階の市民交
流ルームや、2階の産業振興課前及
び清瀬・ハローワーク就職情報室
において、多様な世代に対し労働
啓発における多岐にわたる情報提
供を行った。また商工会と連携
し、新型コロナウイルス感染症対
策事業清瀬市中小企業総合相談窓
口「よろず相談会」を行い事業者
に対しても労務相談等を行いなが
ら労務法規に関する支援を行っ
た。

（産業振興課）事業者・勤労
者・家族へ向けた労務啓発につ
ながるチラシやポスター等を配
置したこと、及び、商工会を通
じた市内事業者に対する相談業
務を行うことで対面においても
支援業務を行った。

100% 実施を継続する。

市役所本庁舎内及び清瀬・
ハローワーク就職情報室に
おいて、リーフレットなど
の配架を行った。

多様な世代に対し労働啓発
における多岐にわたる情報
提供を行行うことができ
た。

100% 実施を継続する。 取組を継続。

ゲート
キーパー
養成講座
の実施
（地域団
体等）

商工会やハローワーク、事
業所等の相談に携わる職員
を対象に、ゲートキーパー
養成講座の受講を推奨し、
自殺のリスクを抱えた勤労
者を早期に発見し、支援へ
つなげる体制を強化しま
す。

P34
市民環境部
生涯健幸部

産業振興課
健康推進課

- - 未実施 - - 未実施

清瀬・ハローワーク就職情報室に
おいて、求職するにあたり、悩み
を抱えている求職者がいた場合、
東京都福祉保健局にて実施してい
るこころといのちを支えるための
窓口をご案内している。清瀬商工
会において各窓口相談業務を実施
しているが、各相談者に対し、相
談の方法には配慮しながら実施を
している。

ハローワーク三鷹及び清瀬商工
会では、各窓口業務において直
接的ではないものの、自殺予防
につなげるご案内や相談相手を
相談方法を配慮しながら実施を
した。

50% 実施を継続する。 ー ー 未実施 ー ー

1-2健康管理
の促進

健康管理

健康診査を実施し、自らの
健康管理を促すとともに、
健診結果及び睡眠状況やス
トレス状況をチェックする
ことにより、必要な情報提
供を行います。必要に応じ
て、適切な医療受診を促
し、専門機関との連携を図
ります。

P34
市民環境部
生涯健幸部

保険年金課
健康推進課

30代健康診査（706）、特定健康診
査（6165）、後期高齢者医療健康
診査(6251）、生活保護受給者等の
健康診査（348）を実施した。

健診後の健康情報冊子を個別
送付した。問診票にて睡眠状
況やストレス状況に応じた
リーフレットの個別郵送は見
送った。

実施

30代健康診査（414）、特定健康診
査（5,336）、後期高齢者医療健康
診査（5,891　）、生活保護受給者
等の健康診査（344）を実施した。

健診後の健康情報冊子を個
別送付した。問診票にて睡
眠不十分者に対してリーフ
レットの個別郵送を行い啓
発した。

実施

30代健康診査（723）、特定健康診
査（6,047）、後期高齢者医療健康
診査（6,107　）、生活保護受給者
等の健康診査（360）を実施した。

こころの健康をテーマとして、
健診後の健康情報冊子を個別送
付した。問診票にて睡眠不十分
者に対してリーフレットの個別
郵送を行い啓発した。

100% 取組を継続。

30代健康診査（630）、特
定御健康診査（5,596）、後
期高齢者医療健康診査
（6,127）、生活保護受給者
等の健康診査（458）を実施
した。

こころの健康をテーマとし
て、健診後の健康情報冊子
を個別送付した。問診票に
て睡眠不十分者に対して
リーフレットの個別郵送を
行い啓発した。

取組を継続。 取組を継続。

1-3家族の見
守る力・相
談支援を受
ける力の強
化

講演会・
各種健康
教室

講演会や教室等の実施によ
り、うつ病やこころの健
康、ストレスとの付き合い
方、適切な睡眠のとり方、
悩みを相談できる場所等の
普及啓発、さらに家族を見
守る力を養います。参加者
の中で、自殺のリスクを抱
えた人やその家族を必要な
支援機関へつなげます。

P35 生涯健幸部 健康推進課 〇

マインドフルネスをテーマとし
て、健康大学にて講演会を実施し
た。参加者121名。快眠ヨガ5回開
催、参加者128名。

ストレスとの付き合い方や心
の整え方の講義と実践を行い
うことができ、参加者にとて
も好評であった。

実施
健康大学として「セルフケアと対
応について～いのちを守るために
～」をテーマに講演会を実施。

集合型として講演会を実施
する予定であったが、コロ
ナ禍であることにより中止
を余儀なくされ、テレビ放
映を手段として、セミナー
を開催した。どのくらいの
市民が視聴したのかは不明
であるが、問合せは多数
あった。

100%
健康大学TVとして「いのちを守る
～こころの健康～」をテーマに
J:COMチャンネルにて放送した。

コロナ禍での取組として、前年
度に引き続きテレビ放映により
開催することができた。

100% テーマを変えて実施予定。

健康大学TVとして「眠りの
不思議～こころとからだの
つながり～」をテーマに
J:COMチャンネルにて放送し
た。

コロナ禍での取組として、
前年度に引き続きテレビ放
映により開催することがで
きた。

2月に講演会「メンタルヘルス
と健康（仮）」を開催予定。

取組を継続。

重点施策１　勤労者への支援

1-1相談体制
の強化

3



計画における
項目

実施内容
計画書
ページ

担当部署 担当課 再掲 令和元年度実施状況
令和元年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度（％） 令和2年度実施状況

令和2年度　実施状況に関す
る担当課の評価

達成度（％） 令和3年度の実施状況
令和3年度実施状況に関する担当

課の評価
達成度(％)

今後（令和4年度以降）の
実施計画

令和4年度の実施状況
令和4年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度
（％）

今後（令和5年度以降）の
実施計画

令和5年度の実施状況

生活保護施
行に関する
事務

生活保護受給者に対して、
その困窮度に応じて必要な
支援を行います（就労支
援・医療相談・介護相談
等）。

P36 福祉・子ども部 生活福祉課
他機関と連携して、支援を継続し
て実施している。

他機関と連携した対応を推進している。実施
他機関と連携して支援を継続して
実施している。

他機関と連携した対応を推
進している。

実施
他機関と連携して支援を継続して
実施している。

他機関と連携した対応を推進し
ている。

100% 継続実施。
他機関と連携して支援を継
続して実施している。

他機関と連携した対応を推
進している。

100% 継続実施

生活保護各
種扶助事務

生活保護受給者に対して、
その困窮度に応じて必要な
扶助を行います（生活・住
宅・教育・介護・医療・出
産・生業・葬祭）。

P36 福祉・子ども部 生活福祉課
適正な扶助支給を継続して実施し
ている。

扶助の適正化を図りながら、
必要な支援を行っている。

実施
適正な扶助支給を継続して実施し
ている。

扶助の適正化を図りながら
必要な支援を行っている。

実施 適正な扶助支給を継続して実施している。
扶助の適正化を図りながら必要
な支援を行っている。

100% 継続実施。
適正な扶助支給を継続して
実施している。

扶助の適正化を図りながら
必要な支援を行っている。

100% 継続実施

自立相談支
援事業

生活困窮者に対して、自立
相談支援事業を実施し、相
談の早期段階からさまざま
な個別支援を提供します。

P36 福祉・子ども部 生活福祉課
きよせ生活相談支援センターいっ
ぽにおいて、新規相談者231人を受
け付けた。

多様な相談を受け付け、個別
支援を行っている。

実施

生活困窮に至るリスクの高い層の
増加を踏まえ、生活保護に至る前
の自立支援の強化を図る。また、
生活保護から脱却した人が再び生
活保護に頼ることのないよう、生
活困窮者の複合的な課題に対応す
るための相談業務を図った。

生活困窮者の複合的な課題
に対応するための相談業務
を図り、個別支援を行っ
た。

実施

生活困窮に至るリスクの高い層の
増加を踏まえ、生活保護に至る前
の自立支援の強化を図る。また、
生活保護から脱却した人が再び生
活保護に頼ることのないよう、生
活困窮者の複合的な課題に対応す
るための相談業務を図った。

生活困窮者の複合的な課題に対
応するための相談業務を図り、
個別支援を行った。

100% 継続実施。

生活困窮に至るリスクの高
い層の増加を踏まえ、生活
保護に至る前の自立支援の
強化を図る。また、生活保
護から脱却した人が再び生
活保護に頼ることのないよ
う、生活困窮者の複合的な
課題に対応するための相談
業務を図った。

生活困窮者の複合的な課題
に対応するための相談業務
を図り、個別支援を行っ
た。

100% 継続実施。

住居確保給
付金事業

生活困窮者に対して、住居
確保給付金を支給します。

P36 福祉・子ども部 生活福祉課
平成30年度からの継続者2人、令和
元年度新規申請者8人、計10人に支
給した。

他機関と連携して、該当者に
就労支援等を行うとともに、
適正な支給を行った。

実施

離職した者が就職活動を行うには
安定した住居が必要となるため、
住居を喪失又は喪失するおそれの
ある者のうち就労能力と就労意欲
のある者に対して住宅費を支給し
た。令和２年度は、新型コロナウ
イルス感染症の影響で収入が減少
し、生活に困窮する方へも住宅費
を支給した。

令和2年度は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響で収
入が減少し、生活に困窮す
る方へも住宅費を支給し
た。

実施

離職した者が就職活動を行うには
安定した住居が必要となるため、
住居を喪失又は喪失するおそれの
ある者のうち就労能力と就労意欲
のある者に対して住宅費を支給し
た。令和3年度は、新型コロナウイ
ルス感染症の影響で収入が減少
し、生活に困窮する方へも住宅費
を支給した。

令和3年度は、新型コロナウイル
ス感染症の影響で収入が減少
し、生活に困窮する方へも住宅
費を支給した。

100% 継続実施。

離職した者が就職活動を行
うには安定した住居が必要
となるため、住居を喪失又
は喪失するおそれのある者
のうち就労能力と就労意欲
のある者に対して住宅費を
支給した。令和4年度は、新
型コロナウイルス感染症の
影響で収入が減少し、生活
に困窮する方へも住宅費を
支給した。

令和4年度は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響で収
入が減少し、生活に困窮す
る方へも住宅費を支給し
た。

100% 継続実施。

就労支援事
業

稼働能力を有する対象者の
相談に応じ、その人が抱え
る課題を整理し、家計表や
就職応募書類の作成指導、
ハローワークへの同行支援
等就労自立へ向けた支援を
行います。

P37 福祉・子ども部 生活福祉課
被保護者及び生活困窮者の該当者
に、関連機関と連携し、支援を継
続して実施した。

効果的な対応のため、他機関
との連携を推進した。

実施

市内に居場所を確保し、支援対象
者にインテーク、アセスメントを
実施し、支援計画を作成。支援対
象者それぞれの自立を目指し支援
する。就労のみを出口とするもの
でなはなく、社会資源へのつなぎ
も出口として視野に入れ、就労可
能か判断に迷う者等も支援対象者
として幅広い支援を実施。

専門支援員により細やかな
相談と仕事の紹介、あっせ
んにより安定した就職をサ
ポートした。

実施

市内に居場所を確保し、支援対象
者にインテーク、アセスメントを
実施し、支援計画を作成。支援対
象者それぞれの自立を目指し支援
する。就労のみを出口とするもの
ではなく、社会資源へのつなぎも
出口として視野に入れ、就労可能
か判断に迷う者等も支援対象者と
して幅広い支援を実施。

専門支援員により細やかな相談
と仕事の紹介、あっせんにより
安定した就職をサポートした。

100% 継続実施。

市内に居場所を確保し、支
援対象者にインテーク、ア
セスメントを実施し、支援
計画を作成。支援対象者そ
れぞれの自立を目指し支援
する。就労のみを出口とす
るものではなく、社会資源
へのつなぎも出口として視
野に入れ、就労可能か判断
に迷う者等も支援対象者と
して幅広い支援を実施。

専門支援員により細やかな
相談と仕事の紹介、あっせ
んにより安定した就職をサ
ポートした。

100% 継続実施。

就労準備支
援事業

一般就労に向け、準備が
整っていない人を対象に、
一般就労に従事する準備と
しての基礎能力の形成を計
画的かつ一貫して支援しま
す。

P37 福祉・子ども部 生活福祉課

きよせ生活相談支援センターいっ
ぽにおいて、パソコントレーニン
グ等の就労に向けた支援を58人が
受け、ボランティア活動に2人が参
加し、週20時間未満の短時間就労
に4人、一般就労（非常勤）に2人
が就いた。

対象者の個別の状況に応じ
て、外出機会を作るところか
ら、就労に向けての準備活動
を個別に支援した。

実施
包括的な相談支援により生活保護
に陥る前の生活困窮状態からの早
期脱却を図ってきた。

就労や生活習慣に課題を抱
えている方に、キャリアカ
ウンセリングやボランティ
アなど、就労を目指したサ
ポートを行った。

実施
包括的な相談支援により生活保護
に陥る前の生活困窮状態からの早
期脱却を図ってきた。

就労や生活習慣に課題を抱えて
いる方に、キャリアカウンセリ
ングやボランティアなど、就労
を目指したサポートを行った。

100% 継続実施。

包括的な相談支援により生
活保護に陥る前の生活困窮
状態からの早期脱却を図っ
てきた。

就労や生活習慣に課題を抱
えている方に、キャリアカ
ウンセリングやボランティ
アなど、就労を目指したサ
ポートを行った。

100% 継続実施。

家計相談支
援事業

生活困窮者に対して、家計
再生の計画に関する個別の
プランを作成し、家計管理
の意欲を引き出すことによ
り、自立支援を行います。

P37 福祉・子ども部 生活福祉課

生活困窮者49人、被保護者5人に支
援を行った。また、令和元年度よ
り金銭管理支援事業を開始し保護
者39人に支援を行った。

家計管理に悩み・トラブルを
抱えている生活困窮者に対し
て、それぞれの状況に応じ
て、専門的な知識を持った支
援員が支援した。

実施

家計改善支援事業の対象者を被保
護者も含め、また被保護者が安定
した生活を維持できるよう支援す
る金銭管理支援事業を開始するな
ど、総合的な生活困窮者支援体制
に向けて整備拡充を図ってきた。

専門的な知識を持った支援
員が生活・家計状況を把握
し、家計の問題を発見し、
将来を見据え、自身で適切
な家計管理ができるように
支援した。

実施

家計改善支援事業の対象者を被保
護者も含め、また被保護者が安定
した生活を維持できるよう支援す
る金銭管理支援事業を開始するな
ど、総合的な生活困窮者支援体制
に向けて整備拡充を図ってきた。

専門的な知識を持った支援員が
生活・家計状況を把握し、家計
の問題を発見し、将来を見据
え、自身で適切な家計管理がで
きるように支援した。

100% 継続実施。

家計改善支援事業の対象者
を被保護者も含め、また被
保護者が安定した生活を維
持できるよう支援する金銭
管理支援事業を開始するな
ど、総合的な生活困窮者支
援体制に向けて整備拡充を
図ってきた。

専門的な知識を持った支援
員が生活・家計状況を把握
し、家計の問題を発見し、
将来を見据え、自身で適切
な家計管理ができるように
支援した。

100% 継続実施。

生活困窮者
学習支援事
業

生活困窮家庭の子どもへの
学習支援を行います。

P37 福祉・子ども部 生活福祉課
小学5年生・6年生、中学生を対象
に学習支援を行い、46人が登録し
て利用した。

参加者の学習の場である他、
居場所や進路について相談で
きる場所となっている。

実施

様々な要因で学習する環境が整っ
ていない生活保護世帯を含む生活
困窮者世帯の子ども（小学5年生・
6年生及び中学生を対象）に、学習
支援や学ぶことができる場の提供
を行った。子どもの学習意欲の向
上と保護者への学習の重要性の理
解促進を図り、社会的自立を促す
ことで貧困の連鎖を防ぐ。

令和2年度は、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止の
観点から実施した日数が減
少した。

実施

様々な要因で学習する環境が整っ
ていない生活保護世帯を含む生活
困窮者世帯の子ども（小学5年生・
6年生及び中学生を対象）に、学習
支援や学ぶことができる場の提供
を行った。子どもの学習意欲の向
上と保護者の学習の重要性への理
解促進を図り、社会的自立を促す
ことで貧困の連鎖を防ぐ。

令和3年度は、中学3年生は全員
高校に合格し進学した。

100% 継続実施。

様々な要因で学習する環境
が整っていない生活保護世
帯を含む生活困窮者世帯の
子ども（小学5年生・6年生
及び中学生を対象）に、学
習支援や学ぶことができる
場の提供を行った。子ども
の学習意欲の向上と保護者
の学習の重要性への理解促
進を図り、社会的自立を促
すことで貧困の連鎖を防
ぐ。

令和4年度は、中学3年生は
全員高校に合格し進学し
た。

100% 継続実施。

就学援助
費・就学奨
励費

経済的理由によって学用品
費や修学旅行費及び給食費
等支払にお困りのご家庭に
対し、費用の一部を援助し
ます。利用者の中で、生活
面等で困窮している家庭を
必要な支援機関へつなげま
す。

P37 教育部 教育総務課

【Ｈ30】
　児童生徒数Ａ：5,636人
　申請者数Ｂ；1,230人
　認定者数Ｃ：953人
　認定率（Ｃ/Ａ）：16.9％
　認定率（Ｃ/Ｂ）：77.5％
【Ｒ1】
　児童生徒数Ａ：5,545人
　申請者数Ｂ：1,172人
　認定者数Ｃ：927
　認定率（Ｃ/Ａ）：16.7％
　認定率（Ｃ/Ｂ）：79.1％

申請者数に占める認定者数の
割合は微増となったが、児童
生徒数に占める認定者数の割
合は微減となっている。
認定率の減少は景気の上向き
の影響も考えられるため、教
育費の負担に困っている世帯
への支援は果たせていると考
える。

80%

【Ｒ１】
　児童生徒数Ａ：5,545人
　申請者数Ｂ：1,172人
　認定者数Ｃ：927人
　申請率（Ｂ/Ａ）：21.1％
　認定率（Ｃ/Ａ）：16.7％
　認定率（Ｃ/Ｂ）：79.1

【Ｒ２】
　児童生徒数Ａ：5,455人
　申請者数Ｂ：1,100人
　認定者数Ｃ：870人
　申請率（Ｂ/Ａ）：20.2％
　認定率（Ｃ/Ａ）：16.0％
　認定率（Ｃ/Ｂ）：79.1

申請者数に占める認定者の
割合は横ばいであることか
ら、支援を必要とする世帯
への援助を行った。ただ
し、申請率や児童生徒数に
占める認定者の割合が減少
していることから制度の周
知が引き続き必要である。

80%

【Ｒ３】
　児童生徒数Ａ：5,405人
　申請者数Ｂ：965人
　認定者数Ｃ：780人
　申請率（Ｂ/Ａ）：17.9％
　認定率（Ｃ/Ａ）：14.4％
　認定率（Ｃ/Ｂ）：80.8％

児童生徒数の減少に伴い、申請
者数及び認定者数の減少がみら
れた。
児童生徒数の減少割合を越えて
申請者数が減少していることか
ら、制度の周知を引き続き行う
とともに、申請手続きの簡素化
及びデジタル化が必要である。

80%

事業を継続し、制度の周知を
引き続き行うとともに、申請
手続きの簡素化及びデジタル
化を検討する。

【Ｒ４】
　児童生徒数Ａ：5,392人
　申請者数Ｂ：956人
　認定者数Ｃ：803人
　申請率（Ｂ/Ａ）：17.7％
　認定率（Ｃ/Ａ）：14.9％
　認定率（Ｃ/Ｂ）：84.0％

周囲の目線を気にせず申請
ができるよう、電子申請に
よる受付に切り替えるため
のシステム構築を行った

90% 電子申請による受付の開始

奨学資金貸
付制度

大学等に在学している人の
うち、成績良好で、かつ、
経済的理由により、修学が
困難になっている人を対象
に奨学資金の貸付を行いま
す。利用者の中で、生活面
等で困窮している人・家族
を必要な支援機関へつなげ
ます。

P37 教育部 教育総務課

継続での貸付者は2名。
国や都、また社会福祉協議会に同
様の制度があり、申請件数も少な
いことから、令和元年度をもって
制度廃止。

新規での申請者はおらず、制
度廃止のため評価はできな
い。

- 令和元年度に制度廃止。 制度廃止のため評価不可。 - - - - - - - - - -

事例検討会

必要に応じて、関係部署に
て事例検討会を開催し、そ
れぞれの支援の考え方や具
体的な対応についての認識
を共有し、理解し合うこと
で連携の円滑化・支援力の
向上を図ります。また、既
存事業の改善や新たな事業
の検討を行います。

P37 生涯健幸部 健康推進課 - - 未実施 - - 未実施 - - 未実施 今後、体制を組んで実施予定。 ₋ ₋ 未実施 今後、体制を組んで実施予定。 未実施

重点施策２　無職者・失業者・生活困窮者への支援

2-1生活困窮
者に対する
生きること
への包括的
な支援の強
化

2-1生活困窮
者に対する生
きることへの
包括的な支援
の強化

4



計画における
項目

実施内容
計画書
ページ

担当部署 担当課 再掲 令和元年度実施状況
令和元年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度（％） 令和2年度実施状況

令和2年度　実施状況に関す
る担当課の評価

達成度（％） 令和3年度の実施状況
令和3年度実施状況に関する担当

課の評価
達成度(％)

今後（令和4年度以降）の
実施計画

令和4年度の実施状況
令和4年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度
（％）

今後（令和5年度以降）の
実施計画

令和5年度の実施状況

市民相談

法律相談、土地建物登記(表
示)・測量相談、人権身の上
相談、不動産取引相談、年
金・労働相談、登記（相
続・遺言）相談、税務相
談、相続・暮らしの手続き
相談等を実施します。相談
者の中で、自殺のリスクを
抱えた人を必要な支援機関
へつなげます。

P38

企画部企画
部
（令和４年
度～地域振
興部）

シティプロ
モーション
課（令和４
年度～市民
協働課）

〇

法律相談、人権身の上相談、土地
家屋調査士相談（境界・測量・登
記）、不動産取引相談、年金・労
働相談、司法書士相談（登記・相
続・遺言）、税務相談、行政書士
相談（相続・遺言書等の手続）等
を行います。相談者の中で、自殺
のリスクを抱えた人を必要な支援
機関へつなぐ。

法律相談や税務相談、司法書
士相談や行政書士相談などと
比べ、人権身の上相談などは
実施件数が少なく、周知等が
必要。

実施

法律相談、土地家屋調査士相談
（境界・測量・登記）、不動産取
引相談、年金・労働相談、司法書
士相談（登記・相続・遺言）、税
務相談、行政書士相談（相続・遺
言書等の手続）、行政相談、交通
事故相談を行いました。相談者の
中で、自殺のリスクを抱えた人を
必要な支援機関へつなぐ。

令和元年度で課題のあっ
た、周知方法については、
相談の内容を市民目線でわ
かりやすく説明したチラシ
を作成し、公共施設にも設
置し周知を図った。

実施

相談の種類によっては、コロナの
感染状況により対面で実施できな
い期間中も、相談者が対面での相
談を強く求めたときは感染症対策
を行い時間を短くする等の対応を
して対面での相談にも対応した。

コロナ禍で対面での相談が難し
いときは電話相談を案内する
等、相談者に配慮した対応がで
きた。

100%

いつでも相談できる場がある
ことを周知するために、市
報・ホームページへ継続的に
掲載するほか、相談の内容を
市民目線でわかりやすく説明
したチラシを作成し、公共施
設に設置する。

夜間弁護士相談2回実施、市
報等により周知啓発、100%
予約入る。総合相談会にて
こころの健康相談を同時実
施。

夜間弁護士相談2回実施、
市報等により周知啓発、
100%予約入るが、本人理由
によりｷｬﾝｾﾙ3件あり。特
設総合相談にてこころの健
康相談を同時実施した。

100%

いつでも相談できる場がある
ことを周知するために、市
報・ホームページへ継続的に
掲載するほか、相談の内容を
市民目線でわかりやすく説明
したチラシを作成し、公共施
設に設置する。

夜間弁護士相談を2回から3
回に増設、市報等により周
知啓発、1回目100%予約入
る。特設総合相談にてここ
ろの健康相談を同時実施。

ふるさと・
ハローワー
ク事業

主に市内求職者に対し、就
労相談・就職セミナー・面
接会等を通じて雇用の促進
につながる事業を実施しま
す。求職者の中で、生活面
で困窮している人を必要な
支援機関へつなげます。

P38 市民環境部 産業振興課

清瀬・ハローワーク就職情報室に
おいて、市内求職者に対する情報
提供、就労相談等の事業を実施し
た。

延べ2,813件の求人情報を紹
介し、496件の就職者があ
り、雇用を促進することがで
きた。

100%

清瀬・ハローワーク就職情報室に
おいて、市内求職者に対する情報
提供、就労相談等の事業を実施し
た。また、東京しごとセンター多
摩と共催で、就職面接会を実施
し、求職者と事業者のマッチング
の機会を設けた。

延べ2,157件の求人情報を
紹介し、284件の就職者が
あり、雇用を促進すること
ができた。東京しごとセン
ター多摩と共催開催の就職
面接会については、33名の
参加があった。

100%

清瀬・ハローワーク就職情報室に
おいて、市内求職者に対する情報
提供、就労相談等の事業を継続し
た。また、コロナ禍の影響で、清
瀬市とハローワーク三鷹と共催開
催の就職面接会は中止となった
が、多人数が集まることを避けた
ミニ面接会を数度実施した。東京
しごとセンター多摩との就職面接
会においても、午前の部と、午後
の部で分けるなど、実施方法を工
夫し、市内就労支援を行った。

令和3年度の清瀬・ハローワーク
就職情報室の求人情報を述べ
2,229件紹介し、就職件数は、延
べ361件の実績があった。ハロー
ワーク三鷹（ミニ面接会）の14
名の参加、東京しごとセンター
多摩の就職面接会及びセミナー
の合計では67名の参加があっ
た。

100% 実施を継続する。

清瀬・ハローワーク就職情
報室において、市内求職者
に対する情報提供、就労相
談等の事業を継続した。ハ
ローワーク三鷹や東京しご
とセンター多摩と連携し、
就職面接会や就職支援セミ
ナーを実施し、就労支援を
行った。

令和4年度の清瀬・ハロー
ワーク就職情報室の求人情
報を述べ1,770件紹介し、
就職件数は、延べ370件の
実績があった。ハローワー
ク三鷹や東京しごとセン
ター多摩の就職面接会やセ
ミナーを実施しているとこ
ろだが、求職者の実業に応
じた効果的な支援を行って
いきたい。

100% 実施を継続する。 取組を継続。

消費生活相
談

増加する悪徳商法や不当請
求をはじめ、商品やサービ
スのトラブル、多重債務問
題などについて、専門相談
員による相談を実施しま
す。相談者の中で、生活面
で困窮している人を必要な
支援機関へつなげます。

P38

市民環境部
（令和４年
度～地域振
興部）

消費生活
センター

消費者が抱える生活のうえでの問
題や商品トラブル等について、専
門相談員が話を聞き助言等を行
う。相談件数　1166件。

増加する消費者問題におい
て、消費者が抱えている精神
的な悩み等の話を聞き、助言
やアドバイスを実施してい
る。

実施

消費者は生活の中での（疑問が生
じたとき、詐欺やトラブルに巻き
込まれたとき、不安を感じる問題
等）苦情等について専門相談員が
解決のための助言等を行う。相談
件数　820件。

今年度はコロナ禍での消費
者トラブルにおいて、抱え
ている精神的な悩み等につ
いて相談を受ける中で解決
のための助言を行ってい
る。

実施

消費生活相談を受ける中で、相談
者に精神的な悩みなどが見受けら
れる際には、悩みを解決する為の
糸口になる窓口に繋げるなどの助
言を行う。相談件数　722件。

令和3年度中には該当する相談者
がいなかったが、関係窓口を紹
介する為の体制は常に整えてい
た。

50% 実施を継続。

取組を継続。相談件数は減
少傾向。相談件数659件
該当する相談者は居なかっ
た。

多重債務を抱える相談者な
ど、精神的なケアが必要な
場合か否かを常に見極めな
がら相談業務を実施した。

50% 取組を継続。
該当する相談者が居た場合
は、適切な関係機関へ繋げ
る体制を整えている。

ゲートキー
パー養成講
座の実施
（徴収担当
等）

徴収業務や納付相談窓口業
務担当者に、ゲートキー
パー養成講座を実施するこ
とにより、自殺のリスクを
抱えた滞納者等を早期に発
見し、支援へつなげる体制
を強化します。

P38
市民環境部
生涯健幸部
都市整備部

徴収課
保険年金課
高齢支援課
下水道課

- - 未実施 - - 未実施 - - 未実施 実施内容の検討。 実施内容の検討。
【徴収課】未実施
【下水道課】事業担当者2
名中1名が受講した。

【下水道
課】50%

【徴収課】実施内容検討
【下水道課】継続実施

支援制度の
普及啓発

生活困窮者に対する様々な
支援制度についての普及啓
発を行います。

P38 福祉・子ども部 生活福祉課

チラシやリーフレットの配布、市
報や市ホームページで周知に努め
た。他制度の手当等受給者等に、
手続書類等を郵送する際に、併せ
てチラシ等を同封し、周知を図っ
た。

他部署とも連携し、周知を図った。実施
「きよせ生活相談支援センター
いっぽ」の紹介をチラシや市ホー
ムページ等で周知を図った。

担当課、自立支援相談セン
ター、社会福祉協議会・ハ
ローワーク等との連携を
図った。

実施

「きよせ生活相談支援センター
いっぽ」の紹介をチラシや市ホー
ムページ、市報等で周知を図っ
た。

担当課、自立支援相談セン
ター、社会福祉協議会・ハロー
ワーク等との連携を図った。

100% 継続実施。

「きよせ生活相談支援セン
ターいっぽ」の紹介をチラ
シや市ホームページ、市報
等で周知を図った。

担当課、自立支援相談セン
ター、社会福祉協議会・ハ
ローワーク等との連携を
図った。

100% 継続実施。

健康管理

健康診査を実施し、自らの
健康管理を促すとともに、
健診結果及び睡眠状況やス
トレス状況をチェックする
ことにより、必要な情報提
供を行います。必要に応じ
て、適切な医療機関への受
診を促し、専門機関との連
携を図ります。

P38
市民環境部
生涯健幸部

保険年金課
生活福祉課
障害福祉課
健康推進課

〇
医療機関情報を充実させ相談体制
を整えている。関係機関と情報交
換や連携を進めている。

課の職員全員で医療機関情報
を共有している。課内で相談
しやすい体制が作れている。

50%

北多摩北部保健医療圏「精神科連
携ガイドブック」 東京都福祉保健
局「道しるべ」を用いて医療機関
の紹介を円滑に行っている。

速やかに情報提供し担当し
た職員による情報提供のば
らつきを少なくできた。

実施

北多摩北部保健医療圏「精神科連
携ガイドブック」 東京都福祉保健
局「道しるべ」を用いて医療機関
の紹介を行っている。
受診が必要と思われるケースでは
直接、医療機関に連絡し受診に繋
げた。

共通の資料を用いて情報提供す
ることで、担当した職員による
情報提供のばらつきを少なくし
た。
緊急性のあるケースは直接医療
機関に繋げる支援を行った。

実施 取組を継続。

北多摩北部保健医療圏「精
神科連携ガイドブック」 東
京都福祉保健局「道しる
べ」を用いて医療機関の紹
介を行っている。
受診が必要と思われるケー
スでは直接、医療機関に連
絡し受診に繋げた。

共通の資料を用いて情報提
供することで、担当した職
員による情報提供のばらつ
きを少なくした。
緊急性のあるケースは直接
医療機関に繋げる支援を
行った

実施

（生活福祉課）継続実施
（健康推進課）「こころの体
温計」を7月から運用開始し、
ホームページの掲載。「ここ
ろの体温計」は、こころの健
康状態を自己チェックした
後、悩みに応じた相談窓口の
連絡先一覧に遷移することが
できる機能となっている。

（健康推進課）7月のアクセ
ス件数718件

講演会・各
種健康教室

講演会や教室等の実施によ
り、うつ病やこころの健
康、ストレスとの付き合い
方、適切な睡眠のとり方、
悩みを相談できる場所等の
普及啓発をします。参加者
の中で、自殺のリスクを抱
えた人やその家族を必要な
支援機関へつなげます。

P38 生涯健幸部 健康推進課 〇

マインドフルネスをテーマとし
て、健康大学にて講演会を実施し
た。参加者121名。　　　快眠ヨガ
5回開催、参加者128名。

ストレスとの付き合い方や心
の整え方の講義と実践を行い
うことができ、参加者にとて
も好評であった。

実施
健康大学として「セルフケアと対
応について～いのちを守るために
～」をテーマに講演会を実施。

集合型として講演会を実施
する予定であったが、コロ
ナ禍であることにより中止
を余儀なくされ、テレビ放
映を手段として、セミナー
を開催した。どのくらいの
市民が視聴したのかは不明
であるが、問合せは多数
あった。

100%
健康大学TVとして「いのちを守る
～こころの健康～」をテーマに
J:COMチャンネルにて放送した。

コロナ禍での取組として、前年
度に引き続きテレビ放映により
開催することができた。

100% テーマを変えて実施予定。

健康大学TVとして「眠りの
不思議～こころとからだの
つながり～」をテーマに
J:COMチャンネルにて放送し
た。

前年度に引き続きテレビ放
映により開催することがで
きた。

2月に講演会「メンタルヘルス
と健康（仮）」を開催予定。

取組を継続。

高齢者の身
を守るため
の出前講座

地域包括支援センターと連
携し、消費生活センター相
談員による高齢者の見守り
のための出前講座を実施し
ます。

P41

市民生活部
（令和４年
度～地域振
興部）

消費生活
センター

高齢者の見守りを行う方や高齢者
及びその家族や近隣の方などに向
けて、高齢者が被害に巻き込まれ
た場合の対処法などの出前講座を
実施。

高齢者被害の現状や被害を未
然に防ぐ方法や被害に巻き込
まれない対処法などの講座を
実施。

実施

地域からの依頼により高齢者の見
守りを行う人や高齢者とその家
族、近隣の方々に向けて被害に巻
き込まれた場合の対処法などにつ
いて、事例を混ぜながら講座を実
施するところだが、今年度はコロ
ナ禍で地域で集まることが難しい
状況だった。

今年度は、コロナ禍での出
前講座の依頼申込は1件で
ソーシャルディスタンスを
守りながら実施した。今後
も高齢者被害を未然に防ぐ
方法や対処法について依頼
に応えていきたい。

実施

昨年度に引き続き、コロナ禍によ
り地域で集まることが難しい状況
であり、出前講座は実施しなかっ
た。

出前講座の実施は無かったが、
状況が改善された際に開催の要
望に応えられる体制は作られて
いた。

50% 実施を継続。

団地内の自治会からの要請
があり、1件実施。
高齢者が陥りがちな消費者
被害について、事例紹介や
対策について周知した。

コロナ禍の状況も落ち着き
つつある中で、自治会から
の要請があり、出前講座を
一件実施できた。

50% 実施を継続。

自治会からの要請で一件実
施済。引き続き、事業の周
知を行いながら、要請があ
れば実施していく。

清瀬市高齢
者元気回復
事業

高齢者が要介護状態になる
ことを予防するとともに、
可能な限り自立した生活が
できるよう支援します。

P41 生涯健幸部 介護保険課

脳トレ元気塾（延5,702人）、能力
アップ塾（延806人）、お喜楽貯筋
クラブ（延775人）、フレイル、
オーラル・フレイル予防事業（講
演会参加者174人）を行った。

参加者も多く、好評であった。 70%

市内にて、下記の一般介護予防事
業を開催した。
脳トレ元気塾　3会場4コース
脳力アップ塾　1会場２コース
お喜楽貯筋クラブ　１会場１コー
ス

コロナ禍において、会場に
合わせて人数を制限して開
催した。なるべく多くの方
の参加をしていただく為、
2～3チームに分け複数回開
催する等取り組んだ。
公共施設が貸出中止の際
は、自宅でできる体操等の
案内を行った。

70%

市内にて、下記の一般介護予防事
業を開催した。
脳トレ元気塾　3会場4コース
脳力アップ塾　1会場2コース
お喜楽貯金クラブ　1会場1コース

コロナ禍において、会場に合わ
せて人数を制限して開催した。
なるべく多くの方の参加をして
いただく為、2～3チームに分け
複数回開催する等取り組んだ。
公共施設が貸出中止の際は、外
でのウォーキングの企画を実施
したり、自宅でできる体操等の
案内を行った。

75% 継続して一般介護予防事業を行う。

市内にて、下記の一般介護
予防事業を開催した。
脳トレ元気塾　3会場4コー
ス
脳力アップ塾　1会場2コー
ス
お喜楽貯金クラブ　1会場1
コース

感染症対策を講じて、徐々
に人数制限等なく開催する
ことができた。自立した生
活を送れるよう、要介護状
態にならないように筋力の
維持、認知症予防に取り組
むことができた。

75%

継続して一般介護予防事業を
行う。現在行っている事業に
ついて効果測定を行い、費用
対効果も踏まえ、一般介護予
防事業について見直しを図っ
ていく。

取組を継続。

高齢者等の
見守り活動
に関する連
絡協議会

高齢者等の見守り活動に関
する協定締結事業者（地域
包括支援センター・消防・
警察等）による高齢者等の
見守り体制を構築します。

P41
福祉・子ど
も部

福祉総務課
協定締結事業所と見守り連絡会を
開催し、安否確認時の連絡体制強
化を図った。

令和元年度に生活協同組合と
都市再生機構の2事業者と協
定を締結。協定事業所は年度
末で16事業所となった。
声かけや安否確認の体制を強
化した。

80%

新型コロナ感染拡大により、例年
開催していた協定締結事業所との
見守り連絡会は書面開催となっ
た。

連絡会では、安否確認時の
連絡先を各事業所間で再度
共有し、連絡体制の維持に
努めた。

60%

新型コロナ感染拡大の影響によ
り、例年開催していた協定締結事
業所との見守り連絡会は、昨年に
引き続き書面開催となった。

連絡会では、安否確認時の連絡
先を各事業所間で再度共有し、
連絡体制の維持に努めた。

60%

表情が暗い、生活に困窮して
いる様子がある、郵便ポスト
の中身が溜まっている等、気
になる方を見掛けた際の連絡
手段を再確認するとともに、
今一度周知を行いたい。

協定締結事業所と見守り連
絡会を開催し、安否確認時
の連絡体制強化を図った。

連絡会では、コロナ禍での
高齢者見守り事案を共有し
た。また、連絡体制の維
持、強化に努めた。

実施

表情が暗い、生活に困窮して
いる様子がある、郵便ポスト
の中身が溜まっている等、気
になる方を見掛けた際の連絡
手段を再確認するとともに、
今一度周知を行いたい。

取組を継続。

認知症サ
ポーター養
成講座

市民・小学生・中学生に対
して、認知症の人を支える
サポーターを養成します。

P41 生涯健幸部 介護保険課 全34回開催。1,317人サポーターが増えた。
市内市立小学校全校、中学校
2校、大学、企業等に実施す
ることができた。

80%

一般向け　3回
小学校　2校　3回
大学生　1校　1回
清瀬市職員　1回
全8回開催した。

コロナ禍において、毎年開
催している市内全小学校に
対する開催は、希望校のみ
となった。実施時は、感染
症対策を行う為、昨年度ま
でとは一部異なる講座とし
た。
一般市民向け開催時は感染
症対策を行い、実施した。

60%

一般向け　6回
小学校　8校　16回
中学校　4校　5回
大学生　2校　3回
清瀬市職員　1回
全31回開催した。

教育委員会の協力があり、市内
全小中学校に対して開催を予定
したが、年度末に企画していた
講座が中止となり小中学校各1校
に対して実施ができなかった。
ただし概ね実施できたと考え
る。
一般市民向け開催時は感染症対
策を行い、実施した。

70%

感染症対策を踏まえ、小学校
での開催についてはプログラ
ムを一部変更し、接触を控え
る形とした。また、ヤングケ
アラーに関してのアンケート
を実施し、実数の把握を行う
ことにした。

一般向け　5回
小学校　9校　18回
中学校　5校　5回
大学生　3校　4回
清瀬市職員　1回
全34回開催した。全校実施
予定。ヤングケアラーにつ
いて、子ども家庭セン
ター、教育委員会と連携し
て調査を実施し、対象者に
はミニ冊子等の配布をし
た。

認知症について、一定の理
解を得ることができた。認
知症のかた、認知症を抱え
る家族の方、特にヤングケ
アラーへの支援があること
を伝えることができた。

75%

継続して認知症の理解を広め
るために市内市立小中学校に
対しては講座を開催してい
く。また、各年齢層に対して
も実施する。
ヤングケアラーについて実数
の把握を継続し、対象者には
情報提供を行う。

取組を継続。

高齢者ふれ
あいネット
ワーク事業

ボランティアが高齢者への
声かけ・見守り活動を行い
ます。定期的な訪問を通じ
て、安否確認、情報提供を
行います。

P41 生涯健幸部 介護保険課
利用者11人。ふれあい協力員28
人。ブロック連絡会、合同連絡会
を開催した。

利用者数が増えていないが、
緩やかな見守りを実施してい
くための協力員、協力機関が
継続して対応を行った。

50%

利用者数　8名
ふれあい協力員　27名
ふれあい協力機関　234機関
ふれあい協力員が定期的な見守り
を行い、ふれあい協力機関が市内
を緩やかに見守っている。

継続して実施することが出
来た。

60%

利用者数　7名
ふれあい協力員　20名
ふれあい協力機関　234機関
ふれあい協力員が定期的な見守り
を行い、ふれあい協力機関が市内
を緩やかに見守っている。

継続して実施することが出来た。 60%
緩やかな見守りを強化し、早
期発見に努めていく。

利用者数　7名
ふれあい協力員　20名
ふれあい協力機関　234機関
ふれあい協力員が定期的な
見守りを行い、ふれあい協
力機関が市内を緩やかに見
守っている。

継続して実施することがで
きた。

60%
緩やかな見守りを継続し、異
変を早期発見できるようにす
る。

取組を継続。

重点施策３　高齢者への支援

2-2支援につ
ながってい
ない人を早
期に支援へ
とつなぐた
めの取組を
推進

2-2支援につ
ながってい
ない人を早
期に支援へ
とつなぐた
めの取組を
推進

3-1高齢者の
生きがいと
役割を実感
できる地域
づくりを推
進
3-2地域の支
え合い活
動、居場所
づくりの推
進

2-3健康管
理、精神科
医療との連
携強化
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計画における
項目

実施内容
計画書
ページ

担当部署 担当課 再掲 令和元年度実施状況
令和元年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度（％） 令和2年度実施状況

令和2年度　実施状況に関す
る担当課の評価

達成度（％） 令和3年度の実施状況
令和3年度実施状況に関する担当

課の評価
達成度(％)

今後（令和4年度以降）の
実施計画

令和4年度の実施状況
令和4年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度
（％）

今後（令和5年度以降）の
実施計画

令和5年度の実施状況

地域交流の
場・活動の
場づくり

一人ひとりが生き生きと生
活していけるよう、サロン
活動やシニアクラブなど居
場所づくりの充実、生き甲
斐づくりへの支援を行いま
す。

P41 生涯健幸部
介護保険課
福祉総務課

地域交流の場として「サロン活
動」を市内10か所で月1～2回実施
し、一年を通して全体で150回程度
実施した。また、活動の場づくり
としてシニアクラブ（全23クラ
ブ、会員数982人）が健康づくり・
社会奉仕活動等の活動と全クラブ
合同で行うスポーツ大会や芸能大
会等を一年を通して実施した。

サロン活動、シニアクラブの
活動はともに高齢者の生きが
いづくりの支援となる事業で
あり、ひいては自殺予防の取
組みとして有効となってい
る。

実施

地域交流の場として「サロン活
動」を市内10か所で月1～2回計画
したが、コロナの影響による中止
もあったため63回の実施にとど
まった。また、活動の場づくりと
してシニアクラブ（全23クラブ、
会員数935人）が健康づくり・社会
奉仕活動等の活動と全クラブ合同
で行うスポーツ大会や芸能大会等
を計画したがコロナの影響による
中止もあったため全てを実施する
ことはできなかった。

サロン活動、シニアクラブ
の活動はともに高齢者の生
きがいづくりの支援となる
事業であり、ひいては自殺
予防の取組みとして有効と
なっている。

実施

地域交流の場として「サロン活
動」を市内10か所で月1～2回計画
し、コロナの影響による活動内容
の一部制限はあったものの計画通
り実施した。また、活動の場づく
りとしてシニアクラブ（全22クラ
ブ、会員数767人）が健康づくり・
社会奉仕活動等の活動と全クラブ
合同で行うスポーツ大会や芸能大
会等を計画したがコロナの影響に
よる中止もあったため全てを実施
することはできなかった。

サロン活動、シニアクラブの活
動はともに高齢者の生きがいづ
くりの支援となる事業であり、
ひいては自殺予防の取組みとし
て有効となっている。

実施
今後も高齢者にとって必要な
事業であるため引続き継続す
る。

地域交流の場として「サロ
ン活動」を市内10か所で月1
～2回計画し、コロナの影響
による活動内容の一部制限
はあったものの計画通り実
施した。また、活動の場づ
くりとしてシニアクラブ
（全22クラブ、会員数728
人）が健康づくり・社会奉
仕活動等の活動と全クラブ
合同で芸能大会等を実施し
た。

サロン活動、シニアクラブ
の活動はともに高齢者の生
きがいづくりの支援となる
事業であり、ひいては自殺
予防の取組みとして有効と
なっている。

実施
今後も高齢者にとって必要な
事業であるため引続き継続す
る。

取組を継続。

各種地域健
康づくり介
護予防事業

高齢者の閉じこもり予防と
して居場所づくり、健康づ
くり推進員による地域活動
（ハイキング、体操教室
等）など、地域健康づくり
活動を行います。

P41
福祉・子ど
も部
生涯健幸部

福祉総務課
健康推進課

地域健康づくり活動として「よろ
ず健康教室」を市内10か所で週1～
2回実施し、一年を通して全体で
460回程度実施した（参加者5,627
人）。

「よろず健康教室」は高齢者
の健康づくり・介護予防とな
る事業であり、ひいては自殺
予防の取組みとして有効と
なっている。

実施

地域健康づくり活動として「よろ
ず健康教室」を市内10か所で週1～
2回実施し、一年を通して全体で
356回程度実施した（参加者3,916
人）。

「よろず健康教室」は高齢
者の健康づくり・介護予防
となる事業であり、ひいて
は自殺予防の取組みとして
有効となっている。

実施

地域健康づくり活動として「よろ
ず健康教室」を市内10か所で週1～
2回実施し、一年を通して全体で
436回程度実施した（参加者4,168
人）。

「よろず健康教室」は高齢者の
健康づくり・介護予防となる事
業であり、ひいては自殺予防の
取組みとして有効となってい
る。

実施
今後も高齢者にとって必要な
事業であるため引続き継続す
る。

地域健康づくり活動として
「よろず健康教室」を市内9
か所で週1～2回実施し、一
年を通して全体で471回程度
実施した（参加者5,463
人）。

「よろず健康教室」は高齢
者の健康づくり・介護予防
となる事業であり、ひいて
は自殺予防の取組みとして
有効となっている。

実施
今後も高齢者にとって必要な
事業であるため引続き継続す
る。

取組を継続。

健康管理

健康診査を実施し、自らの
健康管理を促すとともに、
健診結果及び睡眠状況やス
トレス状況をチェックする
ことにより、必要な情報提
供を行います。必要に応じ
て、適切な医療機関への受
診を促し、専門機関との連
携を図ります。

P41
市民生活部
生涯健幸部

保険年金課
健康推進課

〇

30代健康診査（706）、特定健康診
査（6165）、後期高齢者医療健康
診査(6251）、生活保護受給者等の
健康診査（348）を実施した。

健診後の健康情報冊子を個別
送付した。問診票にて睡眠状
況やストレス状況に応じた
リーフレットの個別郵送は見
送った。

実施

30代健康診査（414）、特定御健康
診査（5,336）、後期高齢者医療健
康診査（5,891）、生活保護受給者
等の健康診査（344）を実施した。

健診後の健康情報冊子を個
別送付した。問診票にて睡
眠不十分者に対してリーフ
レットの個別郵送を行い啓
発した。

実施

30代健康診査（723）、特定御健康
診査（6,047）、後期高齢者医療健
康診査（6,107　）、生活保護受給
者等の健康診査（360）を実施し
た。

こころの健康をテーマとして、
健診後の健康情報冊子を個別送
付した。問診票にて睡眠不十分
者に対してリーフレットの個別
郵送を行い啓発した。

100% 取組を継続。

30代健康診査（630）、特
定御健康診査（5,596）、後
期高齢者医療健康診査
（6,127）、生活保護受給者
等の健康診査（458）を実施
した。

こころの健康をテーマとし
て、健診後の健康情報冊子
を個別送付した。問診票に
て睡眠不十分者に対して
リーフレットの個別郵送を
行い啓発した。

100%

こころの健康をテーマとし
て、健診後の健康情報冊子を
個別送付した。問診票にて睡
眠不十分者に対してリーフ
レットの個別郵送を行い啓発
した。

取組を継続。

3-1高齢者の
生きがいと役
割を実感でき
る地域づくり
を推進
3-2地域の支
え合い活動、
居場所づくり
の推進

講演会・各
種健康教室

講演会や教室等の実施によ
り、うつ病やこころの健
康、ストレスとの付き合い
方、適切な睡眠のとり方、
悩みを相談できる場所等の
普及啓発を行います。参加
者の中で、自殺のリスクを
抱えた人やその家族を必要
な支援機関へつなげます。

P41 生涯健幸部 健康推進課 〇

マインドフルネスをテーマとし
て、健康大学にて講演会を実施し
た。参加者121名。　　　快眠ヨガ
5回開催、参加者128名。

ストレスとの付き合い方や心
の整え方の講義と実践を行い
うことができ、参加者にとて
も好評であった。

実施
健康大学として「セルフケアと対
応について～いのちを守るために
～」をテーマに講演会を実施。

集合型として講演会を実施
する予定であったが、コロ
ナ禍であることにより中止
を余儀なくされ、テレビ放
映を手段として、セミナー
を開催した。どのくらいの
市民が視聴したのかは不明
であるが、問合せは多数
あった。

100%
健康大学TVとして「いのちを守る
～こころの健康～」をテーマに
J:COMチャンネルにて放送した。

コロナ禍での取組として、前年
度に引き続きテレビ放映により
開催することができた。

100% テーマを変えて実施予定。

健康大学TVとして「眠りの
不思議～こころとからだの
つながり～」をテーマに
J:COMチャンネルにて放送し
た。

前年度に引き続きテレビ放
映により開催することがで
きた。

100%
2月に講演会「メンタルヘルス
と健康（仮）」を開催予定。

取組を継続。

総合相談支
援事業

高齢期の様々な困りごと、
福祉サービス利用について
の相談等を受け、対応を行
います。

P42 生涯健幸部 介護保険課
市内4つの地域包括支援センターで
年間を通して8,846件の相談があっ
た。

多様な方法で相談を受ける事ができた。80%
市内4つの地域包括支援センターで
年間を通して9,584件の相談があっ
た。

前年度に比べると約700件
相談が増加した。多様な相
談形式もあり、対応するこ
とが出来た。

80%
市内4つの地域包括支援センターで
年間を通して11,328件の相談が
あった。

前年度に比べると1,744件相談が
増加した。多様な相談形式もあ
り、対応することが出来た。

80%

コロナ禍で、来所は極端に減
り、訪問が多くなり、職員の
負担は増加したが、今度も多
様な相談方法を継続してい
く。

市内4つの地域包括支援セン
ターで年間を通して13,160
件の相談があった。

多様な相談方法で、LINEや
メールでの相談方法も実
施。前年度に比べ1,832
件、相談件数が増えてい
る。

80%
多様な相談方法にて相談を受
け、相談できない状況にはな
らないようにしていく。

取組を継続。

消費者被害
の防止（権
利擁護業
務）

消費者被害を防止するた
め、消費生活センター、権
利擁護センターと連携し情
報提供や必要な支援を行い
ます。

P42 生涯健幸部 介護保険課

消費生活センター、権利擁護セン
ター、東村山警察署と連携を図
り、対応した。自動通話録音機貸
与に協力し、訪問時に対応をし
た。

情報共有を図り、対応した
が、特殊詐欺被害が多くあっ
た。

50%

消費生活センター、権利擁護セン
ター、東村山警察署と連携を図
り、対応した。自動通話録音機貸
与に協力し、必要時は設置等対応
をした。

情報共有を図り、対応した
が、特殊詐欺被害はあまり
減らなかった。

50%

消費生活センター、権利擁護セン
ター、東村山警察署と情報共有、
連携を図り、対応した。自動通話
録音機貸与やチラシ配布に協力
し、必要時は設置等対応をした。

情報共有を図り、対応したが、
特殊詐欺被害はあまり減らな
かった。

50%

市内4か所の地域包括支援セン
ターが訪問時等高齢者の
ちょっとした変化を感じ取
り、対応する。
また、早期発見に努めるよ
う、虐待防止ネットワークの
構築を図る。

消費生活センター、権利擁
護センター、東村山警察署
と情報共有、連携を図り、
対応した。高齢者虐待防止
ネットワークを再構築し、
関係機関が一堂に会した会
議を開催し、予防に努め
た。

新たにネットワークを構築
し、会議を開催し、情報共
有に努めることができた。

70%
高齢者虐待防止ネットワーク
を活用し、普及啓発や未然防
止に努めていく。

取組を継続。

虐待対応
（権利擁護
業務）

高齢者が養護者から受ける
虐待を防ぎ、保護し、改善
を図ることにより、被虐待
者と養護者の双方を守りま
す。また、セルフネグレク

ト注8の防止と対応に努めま
す。

P42 生涯健幸部 介護保険課
高齢者虐待防止法に則り、被虐待
者への対応と、養護者支援を行っ
た。

セルフネグレクト含む虐待対
応について、適切に対応をし
た。

80%
高齢者虐待防止法に則り、被虐待
者への対応と、養護者支援を行っ
た。

セルフネグレクト含む虐待
対応について、適切に対応
をした。
清瀬市におけるセルフネグ
レクトの定義を検討した。

80%

高齢者虐待防止法に則り、非虐待
者への対応と、養護者支援を行っ
た。
一般市民向けにリーフレットを作
成した。

セルフネグレクト含む虐待対応
について、適切に対応をした。

70%

継続して対応を行っていく。
事業者向けのリーフレットを
再作成し、配布し、高齢者虐
待について周知を図る。
また、早期発見に努めるよ
う、虐待防止ネットワークの
構築を図る。

起きてしまった虐待につい
ては適切に対応を行った。
高齢者虐待防止ネットワー
クを再構築し、関係機関が
一堂に会した会議を開催
し、予防に努めた。

セルフネグレクトについて
は、実績なし。未然に防ぐ
ことができた。
新たにネットワークを構築
し、会議を開催し、情報共
有に努めることができた。

75%

高齢者虐待防止ネットワーク
をより有意義なものにし、虐
待を防ぎ、早期対応できるよ
うにする。

取組を継続。

ケアマネッ
ト

市内のケアマネジャーを中
心とした職能団体による研
修会、情報交換等を行い、
ケアマネジメントの質を高
めます。介護の状況等の情
報を踏まえ、生活面で困窮
している人を必要な支援機
関へつなげます。

P42 生涯健幸部 介護保険課
研修会を5回行った。様々な研修を
行い、ケアマネジメントの質を高
めた。

ケアマネジメントの質を高め
ることができた。

60%
研修会を3回行った。様々な研修を
行い、ケアマネジメントの質を高
めた。

ケアマネジメントの質を高
めることができた。生活困
窮者に関する研修も実施す
ることが出来た。また、コ
ロナ禍においてオンライン
での開催・研修を取り入れ
た。

60%
研修会を3回行った。様々な研修を
行い、ケアマネジメントの質を高
めた。

ケアマネジメントの質を高める
ため、精神的課題を抱える方へ
の支援、経済的負担軽減等研修
を実施することが出来た。コロ
ナ禍において継続してオンライ
ンでの開催・研修を取り入れ
た。

60%
継続して市内ケアマネー
ジャーの資質向上に関する研
修を行っていく。

研修会を4回行った。様々な
研修を行い、ケアマネジメ
ントの質を高めた。

ケアマネジメントの質を高
めるため、認知症ケアの手
法、高齢者虐待対応につい
て、医療連携について、モ
ニタリングの重要性につい
ての研修を行うことができ
た。

65%
継続して市内ケアマネー
ジャーの資質向上に関する研
修を行っていく。

取組を継続。

清瀬市高齢
者アウト
リーチ

行政や地域包括支援セン
ターと関わりのない人を訪
問することにより状況確認
を行います。

P42 生涯健幸部 介護保険課

介護保険等行政サービスにつな
がっていない80歳独居の方、介護
保険等行政サービスにつながって
いない80歳以上を含む75歳以上複
数高齢者のみ世帯に対しアンケー
トを送付。返信なかった方にアウ
トリーチを実施した。
927件送付し、672件（72％）の返
信だった。

訪問にて実態把握を行い、実
際の支援につながった方が多
くいた。

80%

①新型コロナウイルス感染症特別
定額給付金未申請者で65歳以上の
高齢者のみ世帯、介護保険等行政
サービスに繋がっていない方に対
し直接訪問し、アウトリーチを実
施した。
②緊急事態宣言中に自宅に閉じこ
もる高齢者が多いことから、75歳
以上79歳以下の高齢者のみ世帯に
対してアンケートを送付した。

訪問にて実態把握を行い、
実際の支援につながった方
が多くいた。

80%

ＫＤＢシステムを使用し、平成29
年度から令和2年度までに医療・健
診・介護認定のない方へ質問票を
送付、返信のない方と気になる方
に対して訪問を行った。

フレイル状態の方や認知症疑い
の方の把握ができ、支援につな
がった。

80%

継続して、ＫＤＢシステムを
用い、より危険度の高い方に
対してアウトリーチを行う予
定。

KDBシステムを用い、令和3
年度に医療、健診、介護認
定がなかった方142姪に対し
てアンケート調査を実施。
返信があった方は38人。そ
の後訪問等で実態把握がで
きた方は71人だった。

約81％の方の状況を把握す
ることができた。中には介
護サービスにつないだり、
受診勧奨をしたり、支援に
結びついたケースもあっ
た。

80%

KDBシステムを利用すること
により、さらにリスクの高い
対象者となっているため、状
況把握100％を目指して実施し
ていく。

取組を継続。

事例検討会

必要に応じて、関係部署に
て事例検討会を開催し、そ
れぞれの支援の考え方や具
体的な対応についての認識
を共有し、理解し合うこと
で連携の円滑化・支援力の
向上を図ります。また、既
存事業の改善や新たな事業
の検討を行います。

P42 生涯健幸部 健康推進課 〇 - - 未実施 - - 未実施 - - 未実施 今後、体制を組んで実施予定。
地域包括支援センターの事
例を関係部署の専門職が出
席し、検討した。

事例の検討により、対応方
法等について、共有の認識
が図れた。

実施 今後、体制を組んで実施予定。 ₋

ゆりの会
（認知症家
族会）

認知症の人を介護する家族
等が集まり、悩みを語り合
い、情報を共有する場を設
けます。

P42 生涯健幸部 介護保険課
12回開催。参加者はお互いの悩み
を語り合った。秋津駅付近でも1回
臨時会を開催した。

介護中の不安を取り除くひと
時となった。

80%
9回開催。参加者はお互いの悩みを
語り合った。コロナ禍で3回中止と
なった。69名参加。

介護中の不安を取り除くひ
と時となった。

70%
11回開催。参加者はお互いの悩み
を語り合った。コロナ禍で1回中止
となった。78名参加。

介護中の不安を取り除くひと時
となった。

70%

認知症を介護している家族に
は不安が多くある為、感染症
予防対策をしながら、開催を
継続していく。

12回開催。参加者はお互い
の悩みを語り合った。81名
参加。そのうち初参加者が
13名であった。

前年度より延べ人数が増加
しており、初参加者も13人
と多かった。

75%

認知症の方を介護するご家族
の思いを吐露してもらい、在
宅介護が継続しやすいように
継続して会を行う。

取組を継続。

よってこカ
フェ（認知
症カフェ事
業）

認知症の人が住み慣れた地
域で生活できるよう、医
療・介護従事者、地域住民
が集い交流できる場を設け
ます。

P42 生涯健幸部 介護保険課
委託から直営に戻し、会場を変更
して開催した。参加者が増えた。
複数会場での実施ができた。

方法、場所を変更し、集客が
上がった。

80%
飲食の提供の為、4月～10月までは
中止。11月以降は開催した。50名
参加。

再開後、多くの方の参加が
あった。

60%
5月のみ中止。それ以外は開催し
た。105名参加。

参加者が増えてきており、認知
症当事者も参加することが多く
みられた。

70%

事業継続していく。
認知症当事者同士が話ができ
るようにしていく。
また、現在休止中のスター
バックスに関しても感染症の
状況により開催を交渉してい
く。

毎月開催。認知症カフェの
認知度が上がり、202名の参
加があった。
また、認知症当事者も参加
が増えている。

前年度より延べ人数が97名
も増加した。

80%
引き続き事業継続し、当事
者、介護者、専門職の交流の
場としての機能を持つ。

取組を継続。

働き方サ
ポート事業

就労、再就職、就業等のサ
ポートを行います。求職者
の中で、生活面で困窮して
いる人を必要な支援機関へ
つなげます。

P44 企画課
男女共同参
画　セン
ター

①「しごと相談」（10月から月1度
開催）を再開し、複数人で相談員
と共有相談をする「おしごとカ
フェ」を開催した。
②『あなたを活かす働く女性のた
めの法律・制度』講座【女性労働
協会女性就業支援全国展開事業】
を開催し就労支援を行った。

「おしごとカフェ」等のネッ
トワーク作りが結実していく
ように企画していく。

75%
①「しごと相談」を開催した。
②ハローワークからの情報をコー
ナーを作り周知した。

コロナ禍の中で貧困等の悩
みを抱えている方が相談に
結び付くように相談事業は
継続した。

75%

アイレック相談における「しごと
相談」をコロナ禍による事業実施
制限のある中、継続して開催し、
キャリアコンサルタントにより就
労のサポートを実施した。
また、新規事業として仕事と子育
て、家庭を両立しやすい求人情報
を提供するマザーズハローワーク
による出張相談会を開催した。

コロナ禍において、就労を含め
困難を抱えた女性が増加したと
いう報告もあり、相談実施日の
増加や就労に関する新規事業を
展開し、子育て期における支援
を実現できた。

75%

令和3年度から開始した就労支
援を発展的に継続するととも
に、既存の相談事業を含め事
業の実施を周知していく。

取組を継続。

アイレック相談における
「しごと相談」を令和３年
８月より月２回実施に増設
したことを４年度も継続し
就労をサポートした。
キャリアコンサルタント及
びマザーズハローワークに
よる出張相談会を実施し多
方面から就労支援すること
ができた。

75%

アイレック相談を見直す中で
「しごと相談」の回数を減ら
すことなく実施する。
ワークライフバランスを意識
した就労支援を相談会、求人
情報で実施する。

８月より事業開始

重点施策４　子ども・若者・子育て世代への支援

4-1妊娠期か
ら出産・子
育て期にわ
たる切れ目
のない支援
の強化

3-3高齢者の
困りごとの
早期発見か
ら早期支援
の充実

3-4認知症患
者及びその
支援者（家
族を含む）
への支援、
介護者（家
族を含む）
への支援

3-1高齢者の
生きがいと
役割を実感
できる地域
づくりを推
進
3-2地域の支
え合い活
動、居場所
づくりの推
進

6



計画における
項目

実施内容
計画書
ページ

担当部署 担当課 再掲 令和元年度実施状況
令和元年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度（％） 令和2年度実施状況

令和2年度　実施状況に関す
る担当課の評価

達成度（％） 令和3年度の実施状況
令和3年度実施状況に関する担当

課の評価
達成度(％)

今後（令和4年度以降）の
実施計画

令和4年度の実施状況
令和4年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度
（％）

今後（令和5年度以降）の
実施計画

令和5年度の実施状況

スマイル・
ベビーきよ
せ事業

妊娠届出時、すべての妊婦
に保健師が面接を実施し、
支援プランを作成し早期支
援を行います。

P44
福祉・子ど
も部

子育て支援課
妊娠届出数486件
面接数465件

面接することにより妊娠に対
する不安、悩みを解消するこ
とができた。

95.7%
妊娠届出数430件
面接数420件

面接することにより妊娠に
対する不安、悩みを解消す
ることができた。

97.7%
妊娠届出数409件
面接数393件

面接することにより妊娠に対す
る不安、悩みを解消することが
できた。

96.1%
未実施の方にはアプローチを
行い、面接率を上げるように
する。

妊娠届出数428件
面接数399件

面接することにより妊娠に
対する不安、悩みを解消す
ることができた。

93.2%
未実施の方にはアプローチを
行い、面接率を上げるように
する。

取組を継続。

新生児・妊
産婦訪問指
導事業

新生児・妊産婦訪問指導時
に産後うつ病に関するスク
リーニングを実施し、産後
うつ病の早期発見と適切な
支援を行います。

P44
福祉・子ど
も部

子育て支援課
新生児訪問498件
妊産婦訪問462件

産後すぐの訪問により子ども
の状態の把握、子育てに関す
る不安、悩みを解消すること
ができた。

実施
新生児訪問477件
妊産婦訪問442件

産後すぐの訪問により子ど
もの状態の把握、子育てに
関する不安、悩みを解消す
ることができた。

実施
新生児訪問429件
妊産婦訪問407件

産後すぐの訪問により子どもの
状態の把握、子育てに関する不
安、悩みを解消することができ
た。

実施
今後も実施し産後うつ病等の
早期発見に努める。

新生児訪問403件
妊産婦訪問387件

産後すぐの訪問により子ど
もの状態の把握、子育てに
関する不安、悩みを解消す
ることができた。

実施
今後も実施し産後うつ病等の
早期発見に努める。

取組を継続。

妊婦健康診
査

妊娠届出受理後、母子健康
手帳交付時に、妊婦健康診
査受診票を発行し、健康診
査の費用を公費で負担しま
す。

P44
福祉・子ど
も部

子育て支援課 受診件数5,435件（1回目から14回目の計）
公費負担の受診券を配布する
ことにより安心して受診する
ことができた。

実施 受診件数5,290件（1回目から14回目の計）
公費負担の受診券を配布す
ることにより安心して受診
することができた。

実施
受診件数4,933件（1回目から14回
目の計）

公費負担の受診券を配布するこ
とにより安心して受診すること
ができた。

実施 今後も実施する。
受診件数5,367件（1回目か
ら14回目の計）

公費負担の受診券を配布す
ることにより安心して受診
いただくことができた。ま
た今年度から近隣の都外2
医療機関と委託契約を結び
受診券の利便性が向上し
た。

実施 今後も実施する。 取組を継続。

4-1妊娠期か
ら出産・子
育て期にわ
たる切れ目
のない支援
の強化

乳幼児健康
診査

３～４か月児・産婦、６～
７か月児・９～10か月児、
１歳６か月児、３歳児健康
診査を実施し、児の発達・
発育の確認及び疾患・異常
の早期発見、子育ての不安
の軽減や適切な支援を行い
ます。

P44
福祉・子ど
も部

子育て支援課

①3～4か月児健診対象者452人受診
者418人
②6～7か月児健診対象者452人受診
者439人
③9～10か月児健診対象者419人受
診者424人
④1歳6か月児健診対象者470人受診
者435人
⑤3歳児健診対象者541人受診者
518人

①④⑤は集団検診のため3月
は感染症対策により延期と
なったため受診率が下がっ
た。

①92.5％
②97.1％
③101.2％
④92.6％
⑤87.3％

①3～4か月児健診対象者494人受診
者429人
②6～7か月児健診対象者494人受診
者384人
③9～10か月児健診対象者494人受
診者416人
④1歳6か月児健診対象者545人受診
者532人
⑤3歳児健診対象者603人受診者
586人

①④⑤は本来、集団健診だ
が一部で新型コロナウイル
ス感染症対策のため市内医
療機関で個別健診を行っ
た。感染症に対する不安の
ためか受診率が下がった

①86.8％
②77.7％
③84.2％
④97.6％
⑤97.2％

①3～4か月児健診対象者477人受診
者461人
②6～7か月児健診対象者477人受診
者455人
③9～10か月児健診対象者477人受
診者432人
④1歳6か月児健診対象者480人受診
者470人
⑤3歳児健診対象者518人受診者
491人

昨年度に比べ受診率が上がった。

①96.6%
②95.4%
③90.6%
④97.9%
⑤94.8％

未受診勧奨にて健診の受診率を上げる。

①3～4か月児健診対象者
425人受診者  421人
②6～7か月児R54:V55健診
対象者  425人受診者367人
③9～10か月児健診対象者
425人　379人受診者
④1歳6か月児健診対象者
490人受診者 481人※個別
受診での実施
⑤3歳児健診対象者533人受
診者515人

法定健診については昨年度
に比べ受診率が上がった。

①99.1%
②86.4%
③89.2%
④98.2％
⑤96.6%

未受診勧奨にて健診の受診率
を上げる。

取組を継続。

4-2発達につ
いて支援の
必要な子ど
も・親への
相談・支援

発達健診

乳幼児健康診査や保健師地
区活動等で、運動発達の遅
れや発達の気になる乳幼児
に対して、障害の早期発
見・早期療育・発達支援を
行います。また、発達の遅
れに不安を持つ親へ育児支
援を行います。

P44
福祉・子ど
も部

子育て支援課
受診予約者数51人
受診者数49人（初診者23人再診者
26人）

小児神経学の専門医による健
診や心理相談員、作業療法士
のよる指導・相談を行った。

実施
受診予約者数39人
受診者数38人（初診者14人再診者
24人）

小児神経学の専門医による
健診や心理相談員、作業療
法士のよる指導・相談を
行った。

実施
受診予約者数43人
受診者数43人（初心者24人再診者
19人）

小児神経学の専門医による健診
や心理相談員、作業療法士によ
る指導・相談を行った。

実施
今後も実施し障害の早期発
見・早期療育・発達支援や育
児支援を行っていく。

受診予約者数34人
受診者数34人（初心者20人
再診者14人）

小児神経学の専門医による
健診や心理相談員、作業療
法士による指導・相談を
行った。

実施
今後も実施し障害の早期発
見・早期療育・発達支援や育
児支援を行っていく。

取組を継続。

SOSの出し
方に関する
教育

小・中学校の教育課程にお
いて、児童・生徒が悩みを
抱え込まずに、周囲の人に
相談するための手立てにつ
いて指導します。

P45 教育部 教育指導課
学習指導要領に基づき適切に行っ
た。

スクールカウンセラー及びス
クールソーシャルワーカーを
活用し日頃から相談窓口の周
知をしている。

100%
学習指導要領に基づき適切に行っ
た。

スクールカウンセラー及び
スクールソーシャルワー
カーを活用し日頃から相談
窓口の周知をしている。

100%
学習指導要領に基づき適切に行っ
た。

スクールカウンセラー及びス
クールソーシャルワーカーを活
用し日頃から相談窓口の周知を
している。

100% 実施を継続。
学習指導要領に基づき適切
に行った。

スクールカウンセラー及び
スクールソーシャルワー
カーを活用し日頃から相談
窓口の周知をしている。

100% 実施を継続。 実施を継続。

命の教育
フォーラム

小・中学校における命の教
育に関わる様々な取組を紹
介し、児童・生徒及び保護
者、市民がそれぞれの立場
から「生命尊重」について
考える機会とします。

P45 教育部 教育指導課
清瀬市児童センター「ころぽっく
る」ホールにて令和2年2月15日に
実施。

「生命の尊さ」をテーマとし
た講演、児童・生徒による
「命の教育」に関する発表等
を行い命の尊さについてふり
返る場ができた。

100%
コロナウィルス感染症拡大の影響
により中止。

- 未実施

コロナウイルス感染症拡大の影響
により中止。
各学校の命の教育の取組について
教育委員会ホームページにて紹
介。

- 未実施 実施を継続。
アミューホールにて令和5年
1月28日に実施。

「生命の尊さ」をテーマと
した講演、児童・生徒によ
る「命の教育」に関する発
表等を行い命の尊さについ
て振り返る場ができた。

100% 実施を継続。 実施を継続。

命の週間

夏休み明け１週間を命の週
間とし、小・中学校におい
て重点的に命の教育に係る
取組を行い、児童・生徒の
命を大切にする態度や心情
を養います。

P45 教育部 教育指導課
道徳科で生命尊重について指導す
る、校内で挨拶運動を行う等の取
組を実施。

命の大切さについて学ぶ機会
をもつことができた。教員が
児童・生徒の些細な変化を見
逃さないよう心掛ける見直し
となった。

100%
道徳科で生命尊重について指導す
る、校内で挨拶運動を行う等の取
組を実施。

命の大切さについて学ぶ機
会をもつことができた。教
員が児童・生徒の些細な変
化を見逃さないよう心掛け
る見直しとなった。

100%
道徳科で生命尊重について指導す
る、校内で挨拶運動を行う等の取
組を実施。

命の大切さについて学ぶ機会を
もつことができた。教員が児
童・生徒の些細な変化を見逃さ
ないよう心掛ける見直しとなっ
た。

100% 実施を継続。
道徳科で生命尊重について
指導する、校内で挨拶運動
を行う等の取組を実施。

命の大切さについて学ぶ機
会をもつことができた。教
員が児童・生徒の些細な変
化を見逃さないよう心掛け
る見直しとなった。

100% 実施を継続。 実施を継続。

月例いじ
め・長欠調
査

市立小・中学校におけるい
じめ・長期欠席者の状況を
調査して、各校におけるい
じめ防止及び長期欠席児
童・生徒への対応に生かし
ます。

P45 教育部 教育指導課
いじめ対応シート、長期欠席等対
応シートによる実態調査を実施。

校内委員会等において、調査
を活用して当該児童・生徒の
情報を共有し、組織的、計画
的な支援を行うことができ
た。

100%
いじめ対応シート、長期欠席等対
応シートによる実態調査を実施。

校内委員会等において、調
査を活用して当該児童・生
徒の情報を共有し、組織
的、計画的な支援を行うこ
とができた。

100%
いじめ対応シート、長期欠席等対
応シートによる実態調査を実施。

校内委員会等において、調査を
活用して当該児童・生徒の情報
を共有し、組織的、計画的な支
援を行うことができた。

100% 実施を継続。
いじめ対応シート、長期欠
席等対応シートによる実態
調査を実施。

校内委員会等において、調
査を活用して当該児童・生
徒の情報を共有し、組織
的、計画的な支援を行うこ
とができた。

100% 実施を継続。 実施を継続。

フレンド
ルーム（適
応指導教
室）

長期欠席等の児童・生徒に
対して、個に応じた教科学
習や生活指導等に関する指
導を行います。また、学
校、保護者と連携しながら
登校へ向けての支援を行い
ます。

P45 教育部 教育指導課
一人一人の児童・生徒にあった指
導を行うとともに学校、保護者へ
の支援を継続している。

学校及び関係機関と連携して
適切な支援を行うことができ
た。

100%
一人一人の児童・生徒にあった指
導を行うとともに学校、保護者へ
の支援を継続している。

学校及び関係機関と連携し
て適切な支援を行うことが
できた。

100%
一人一人の児童・生徒にあった指
導を行うとともに学校、保護者へ
の支援を継続している。

学校及び関係機関と連携して適
切な支援を行うことができた。

100% 実施を継続。

一人一人の児童・生徒に
あった指導を行うとともに
学校、保護者への支援を継
続している。

学校及び関係機関と連携し
て適切な支援を行うことが
できた。

100% 実施を継続。 実施を継続。

4-4スクール
カウンセ
ラーを中心
とした教育
相談の充実

来室・電話
相談

清瀬市教育支援センター内
の教育相談室にて、心身の
発達や家庭教育、心の問題
等について悩みを抱える児
童・生徒及び保護者を対象
に、臨床心理士による相談
を行います。

P45 教育部 教育指導課
来室相談・電話相談合わせて300件
以上の相談を受けた。

進路・適正に関する相談が最
も多く、次いでいじめ・不登
校に相談が多い結果となっ
た。学校や家庭のニーズに合
わせ支援を行っていく。

100%
来室相談・電話相談合わせて300件
以上の相談を受けた。

進路・適正に関する相談が
最も多く、次いでいじめ・
不登校に相談が多い結果と
なった。学校や家庭のニー
ズに合わせ支援を行ってい
く。

100%
来室相談・電話相談合わせて300件
以上の相談を受けた。

進路・適正に関する相談が最も
多く、次いでいじめ・不登校に
相談が多い結果となった。学校
や家庭のニーズに合わせ支援を
行っていく。

100% 実施を継続。
来室相談・電話相談合わせ
て300件以上の相談を受け
た。

進路・適正に関する相談が
最も多く、次いでいじめ・
不登校に相談が多い結果と
なった。学校や家庭のニー
ズに合わせ支援を行ってい
く。

100% 実施を継続。 実施を継続。

4-5教職員へ
の支援

小中学校教
職員へのメ
ンタルヘル
ス相談

希望する小・中学校の教職
員に対して、産業医による
メンタルヘルス相談を実施
し、継続的に支援します。

P46 教育部 教育指導課
長時間労働に伴う面談の実施・周
知を行った。

東京都のストレス検査を実施
し、教職員へ自身のストレス
について自覚を促し面談の活
用を促進した。

80%
長時間労働に伴う面談の実施・周
知を行った。

東京都のストレス検査を実
施し、教職員へ自身のスト
レスについて自覚を促し面
談の活用を促進した。

100%
長時間労働に伴う面談の実施・周
知を行った。

東京都のストレス検査を実施
し、教職員へ自身のストレスに
ついて自覚を促し面談の活用を
促進した。

100% 実施を継続。
長時間労働に伴う面談の実
施・周知を行った。

東京都のストレス検査を実
施し、教職員へ自身のスト
レスについて自覚を促し面
談の活用を促進した。

100% 実施を継続。 実施を継続。

子どもが気
軽に相談で
きる窓口・
子どもの居
場所づくり

子どもからの悩みに対する
相談できる場、子どもの居
場所づくりとして児童館、
放課後子ども教室等の充実
を図ります。

P46
福祉・子ど
も部

子ども家庭
支援セン
ター
児童セン
ター

（子ども家庭支援センター）子ど
もからの悩みに対する相談できる
場、居場所づくりとして、年間を
通じて、子ども家庭支援センター
を開設し、相談に対応した。
（児童センター）中央児童館につ
いては、年間280日開館し、放課後
子ども教室については、市内の全
公立小学校9校の施設を利用し開催
し、子どもの居場所を提供しまし
た。

（子ども家庭支援センター）
（児童センター）子どもから
の悩みに対する相談できる
場、子どもの居場所づくりを
提供できた。

実施

（子ども家庭支援センター）子ど
もからの悩みに対する相談できる
場、居場所づくりとして、年間を
通じて（コロナのおける緊急事態
宣言中も）、子ども家庭支援セン
ターを開設し、相談に対応した。

（ 子 ど も 家 庭 支 援 セ ン
ター）（児童センター）子
どもからの悩みに対する相
談できる場、子どもの居場
所づくりを提供できた。

実施

（子ども家庭支援センター）子ど
もからの悩みに対する相談できる
場、居場所づくりとして、年間を
通じて（コロナのおける緊急事態
宣言中も）、子ども家庭支援セン
ターを開設し、相談に対応した。

（子ども家庭支援センター）
（児童センター）子どもからの
悩みに対する相談できる場、子
どもの居場所づくりを提供でき
た。

実施 取組を継続。

（子ども家庭支援セン
ター）子どもからの悩みに
対し相談できる場、居場所
づくりとして、年間を通じ
て（コロナ禍における緊急
事態宣言中も）、子ども家
庭支援センターを開設し、
相談に対応した。

（子ども家庭支援セン
ター）（児童センター）子
どもからの悩みに対する相
談できる場、子どもの居場
所づくりを提供できた。

実施 取組を継続。

（子ども家庭支援セン
ター）子どもからの悩みに
対する相談できる場、居場
所づくりとして、年間を通
じて、子ども家庭支援セン
ターを開設し、相談に対応
した。

ひきこもり
サポート
ネット事業

ひきこもり等の若者の社会
参加に関する相談や支援を
行います。

P46
福祉・子ど
も部

子ども家庭
支援セン
ター
東京都

東京都のひきこもりサポートネッ
ト事業の受付窓口となり、市の
ホームページにおいて周知した。
電話相談とメール相談に関しては
匿名での相談のため清瀬市実績は
不明。訪問相談に関しては、平成
30年度より開始の方1名が、令和元
年度においても訪問相談を利用し
た。

ひきこもりサポートネット事
業のほか、若者相談支援とし
ては、東京都のＬＩＮＥ相談
も充実しており、こちらも市
のホームページにおいて周知
を図っている。

実施

東京都のひきこもりサポートネッ
ト事業の受付窓口となり、市の
ホームページにおいて周知した。
電話相談とメール相談に関しては
匿名での相談。

ひきこもりサポートネット
事業のほか、若者相談支援
としては、東京都のＬＩＮ
Ｅ相談も充実しており、こ
ちらも市のホームページに
おいて周知を図っている。

実施

東京都のひきこもりサポートネッ
ト事業の受付窓口となり、市の
ホームページにおいて周知した。
電話相談とメール相談に関しては
匿名での相談。

ひきこもりサポートネット事業
のほか、若者相談支援として
は、東京都のＬＩＮＥ相談も充
実しており、こちらも市のホー
ムページにおいて周知を図って
いる。

実施
引き続き、若者相談支援の推
進を図っていく。

東京都のひきこもりサポー
トネット事業の受付窓口と
なり、市のホームページに
おいて周知した。電話相談
とメール相談に関しては匿
名での相談。

ひきこもりサポートネット
事業のほか、若者相談支援
としては、東京都のＬＩＮ
Ｅ相談も充実しており、こ
ちらも市のホームページに
おいて周知を図っている。

実施
引き続き、若者相談支援の推
進を図っていく。

取組を継続。

いのちの教
育

依頼のあった小・中学校で
命の尊さについて出張講座
を行います。

P46
福祉・子ど
も部

子育て支援
課

小・中学校からの依頼無し。 - 未実施 小・中学校からの依頼無し。 - 未実施 小・中学校からの依頼無し。 - 未実施 依頼があれば実施する。 小・中学校からの依頼無し。 - 未実施 依頼があれば実施する。
小・中学校からの依頼無
し。

4-1妊娠期か
ら出産・子
育て期にわ
たる切れ目
のない支援
の強化

4-3SOSの出
し方に関す
る教育の推
進

4-6子ども・
若者向け相
談支援の推
進

7



計画における
項目

実施内容
計画書
ページ

担当部署 担当課 再掲 令和元年度実施状況
令和元年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度（％） 令和2年度実施状況

令和2年度　実施状況に関す
る担当課の評価

達成度（％） 令和3年度の実施状況
令和3年度実施状況に関する担当

課の評価
達成度(％)

今後（令和4年度以降）の
実施計画

令和4年度の実施状況
令和4年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度
（％）

今後（令和5年度以降）の
実施計画

令和5年度の実施状況

普及啓発活
動

市内公立小学校・中学校・
高等学校の児童・生徒へ相
談窓口と相談啓発内容を載
せたリーフレットを作成・
配布することにより、普及
啓発を行います。

P46
教育部
生涯健幸部

教育指導課
健康推進課

〇
相談窓口の一覧を作成し、児童・
生徒に周知を行った。

自殺予防に係る指導と関連し
て夏季休業日に向けた学級指
導等において配布した。

100%
相談窓口の一覧を作成し、児童・
生徒に周知を行った。

自殺予防に係る指導と関連
して夏季休業日に向けた学
級指導等において配布し
た。

100%
相談窓口の一覧を作成し、児童・
生徒に周知を行った。

自殺予防に係る指導と関連して
夏季休業日に向けた学級指導等
において配布した。

100% 実施を継続。
相談窓口の一覧を作成し、
児童・生徒に周知を行っ
た。

自殺予防に係る指導と関連
して夏季休業日に向けた学
級指導等において配布し
た。

100% 実施を継続。 実施を継続。

ひとり親に
対する相
談・支援・
助成事業

（生活福祉課）母子・父子
福祉資金を21件、女性福祉
資金1件貸付け、母子家庭等
高等職業訓練促進給付金を6
人、母子家庭等自立支援教
育訓練給付金を1人に支給し
た。
（子育て支援課）ひとり親
家庭への助成制度の周知を
行い、経済的な支援を行い
ます。また、ひとり親家庭
の経済的基盤と自立のため
の技能習得等を支援しま
す。

P47
福祉・子ど
も部

生活福祉課
子育て支援
課

通年で児童扶養手当や児童育成手
当の支給、ひとり親家庭の医療費
の全部又は一部助成を実施した。
母子・父子福祉資金を43件貸付
け、母子家庭等高等職業訓練促進
給付金を4人、母子家庭等自立支援
教育訓練給付金を3人に支給した。

手当の支給及び医療費助成を
実施するとともに、現況届提
出時を中心にひとり親家庭の
状況を把握し、相談が必要な
場合は関係部署等につなげ
た。
該当者に必要な支援を行っ
た。

実施

（生活福祉課）母子・父子福祉資
金を26件貸付け、母子家庭等高等
職業訓練促進給付金を9人、母子家
庭等自分支援教育訓練給付金を3人
に支給した。
（子育て支援課）通年で児童扶養
手当や児童育成手当の支給、ひと
り親家庭の医療費の全部又は一部
助成を実施した。また、令和2年度
は新型コロナウイルス感染症の影
響を踏まえた生活の支援を行う観
点から、臨時給付金を支給した。

（生活福祉課）ひとり親家
庭からの希望者に必要な支
援を行った。
（子育て支援課）手当の支
給及び医療費助成を実施す
るとともに、現況届提出時
を中心にひとり親家庭の状
況を把握し、相談が必要な
場合は関係部署等につなげ
た。また、新型コロナウイ
ルス感染症の影響を大きく
受けているひとり親家庭に
迅速に給付金を支給した。

実施

（生活福祉課）母子・父子福祉資
金を24件、女性福祉資金1件貸付
け、母子家庭等高等職業訓練促進
給付金を7人、母子家庭等自分支援
教育訓練給付金を2人に支給した。
（子育て支援課）通年で児童扶養
手当や児童育成手当の支給、ひと
り親家庭の医療費の全部又は一部
助成を実施した。また、令和3年度
は新型コロナウイルス感染症の影
響を踏まえた生活の支援を行う観
点から、臨時特別給付金（児童1人
当たり10万円）と、低所得の子育
て世帯向け生活支援特別給付金
（児童1人当たり5万円）を支給し
た。

（生活福祉課）ひとり親家庭か
らの希望者に必要な支援を行っ
た。
（子育て支援課）ひとり親家庭
等に対する手当の支給及び医療
費助成を実施するとともに、現
況届提出時を中心にひとり親家
庭の状況を把握した。また、新
型コロナウイルス感染症の影響
がある低所得の子育て世帯への
生活支援特別給付金の支給を行
い、相談が必要な場合は関係部
署等につなげた。

生活福祉
課100％
子育て支
援課実施

（生活福祉課）継続実施。
（子育て支援課）新型コロナ
ウイルス感染症の影響を踏ま
えた生活の支援が継続して必
要な状況にある。このため、
ひとり親家庭の他、家計急変
世帯への給付金の給付申請受
付業務を通し、相談が必要な
場合は関係部署等につなげ
る。

（生活福祉課）母子・父子
福祉資金を21件、女性福祉
資金1件貸付け、母子家庭等
高等職業訓練促進給付金を6
人、母子家庭等自立支援教
育訓練給付金を1人に支給し
た。
（子育て支援課）通年で児
童扶養手当や児童育成手当
の支給、ひとり親家庭の医
療費の全部又は一部助成を
実施した。また、令和3年度
は新型コロナウイルス感染
症の影響を踏まえた生活の
支援を行う観点から、臨時
特別給付金（児童1人当たり
10万円）と、低所得の子育
て世帯向け生活支援特別給
付金（児童1人当たり5万
円）を支給した。

（生活福祉課）ひとり親家
庭からの希望者に必要な支
援を行った。
（子育て支援課）ひとり親
家庭等に対する手当の支給
及び医療費助成を実施する
とともに、現況届提出時を
中心にひとり親家庭の状況
を把握した。また、新型コ
ロナウイルス感染症の影響
がある低所得の子育て世帯
への生活支援特別給付金の
支給を行い、相談が必要な
場合は関係部署等につなげ
た。

生活福祉
課100％
子育て支
援課実施

（生活福祉課）継続実施。
（子育て支援課）新型コロナ
ウイルス感染症の影響を踏ま
えた生活の支援が継続して必
要な状況にある。このため、
ひとり親家庭の他、家計急変
世帯への給付金の給付申請受
付業務を通し、相談が必要な
場合は関係部署等につなげ
る。

取組を継続。

障害者虐待
相談（清瀬
市障害者虐
待防止セン
ター）

障害者虐待の予防と啓発を
行います。虐待の通報や疑
いがある場合は、事実確
認、障害者の保護、養護者
への支援を通して問題の解
決を図ります。

P47
福祉・子ど
も部

障害福祉課

市報に啓発記事を掲載し、福祉ま
つりで障害者虐待防止のリーフ
レットを配布した。虐待通報には
事実確認とその後の対応を行って
いる。

虐待通報には通報を受けた当
日に本人の安全確認を行って
いる。

50%

新型コロナウイルス感染症まん延
防止のため福祉まつりが中止にな
り恒例の啓発活動が行えなかった
が、市報に啓発の記事を掲載し
た。虐待通報には子どもの関係機
関と連携しながら事実確認とその
後の対応を行った。

虐待通報には通報を受けた
当日に本人の安否確認を
行った。

実施

子ども家庭支援センター主催の要
保護児童対策地域協議会に参加
し、関係機関と情報交換を行い連
携を深めた。そして問題の速やか
な対応を行った。

子ども家庭支援センター、子育
て支援課、健康推進課などと連
携し速やかな対応を行った。

実施 取組を継続。

（子育て支援課）通年で児
童扶養手当や児童育成手当
の支給、ひとり親家庭の医
療費の全部又は一部助成を
実施した。また、令和3年度
は新型コロナウイルス感染
症の影響を踏まえた生活の
支援を行う観点から、臨時
特別給付金（児童1人当たり
10万円）と、低所得の子育
て世帯向け生活支援特別給
付金（児童1人当たり5万
円）を支給した。

虐待通報に対しては、通報
者から、被虐待者の安全確
認を行い、緊急性の有無を
判断している。

実施 取組を継続。 取組を継続。

子ども家庭
総合ケース
マネジメン
ト事業

児童虐待・養育困難家庭に
ついて、子どもの最善の福
祉が守れるように適切に対
応します。

P47
福祉・子ど
も部

子ども家庭
支援セン
ター

相談事業（令和元年度実績が2,660
件）、養育支援訪問事業（令和元
年度実績、専門的相談支援訪問実
積が668件、育児・家事援助訪問実
積が163件）など、児童虐待・養育
困難家庭について、子どもの最善
の福祉が守れるように適切に対応
した。

子どもの最善の福祉が守れる
ように適切に対応できた。

実施

相談事業（令和2年度実績が3,313
件）、養育支援訪問事業（令和元
年度実績、専門的相談支援訪問実
積が531件）など、児童虐待・養育
困難家庭について、子どもの最善
の福祉が守れるように適切に対応
した。

子どもの最善の福祉が守れ
るように適切に対応でき
た。

実施

相談事業（令和3年度実績が2,172
件）、養育支援訪問事業（令和3年
度実績、専門的相談支援訪問実績
が483件）など、児童虐待・養育困
難家庭について、子どもの最善の
福祉が守れるように適切に対応し
た。

子どもの最善の福祉が守れるよ
うに適切に対応できた。

実施

引き続き、児童虐待・養育困
難家庭について、子どもの福
祉が守れるように適切に対応
していく。

相談事業（令和4年度実績が
16,332件）、養育支援訪問
事業（令和4年度実績、専門
的相談支援訪問実績が206
件）など、児童虐待・養育
困難家庭について、子ども
の最善の福祉が守れるよう
に適切に対応した。

子どもの最善の福祉が守れ
るように適切に対応でき
た。

実施

引き続き、児童虐待・養育困
難家庭について、子どもの福
祉が守れるように適切に対応
していく。

取組を継続。

各種子育て
支援事業

養育支援ヘルパーやファミ
リー・サポート・センター
事業、ホームビジター派遣
事業等の子育て支援事業を
展開し、育児負担を軽減し
ます。

P47
福祉・子ど
も部

子ども家庭
支援セン
ター

養育支援ヘルパーやファミリー・
サポート・センター事業、ホーム
ビジター派遣事業等の子育て支援
事業などを実施した。

各種サービスの実施により、
育児負担の軽減を図れた。

実施

養育支援ヘルパーやファミリー・
サポート・センター事業、ホーム
ビジター派遣事業等の子育て支援
事業などを実施した。

各種サービスの実施によ
り、育児負担の軽減を図れ
た。

実施

養育支援ヘルパーやファミリー・
サポート・センター事業、ホーム
ビジター派遣事業等の子育て支援
事業などを実施した。

各種サービスの実施により、育
児負担の軽減を図れた。

実施

引き続き、養育支援ヘルパー
やファミリー・サポート・セ
ンター事業、ホームビジター
派遣事業等の子育て支援事業
などを実施し、育児負担の軽
減を図っていく。

養育支援ヘルパーやファミ
リー・サポート・センター
事業、ホームビジター派遣
事業等の子育て支援事業な
どを実施した。

各種サービスの実施によ
り、育児負担の軽減を図れ
た。

実施

引き続き、養育支援ヘルパー
やファミリー・サポート・セ
ンター事業、ホームビジター
派遣事業等の子育て支援事業
などを実施し、育児負担の軽
減を図っていく。

取組を継続。

事例検討会

必要に応じて、関係部署に
て事例検討会を開催し、そ
れぞれの支援の考え方や具
体的な対応についての認識
を共有し、理解し合うこと
で連携の円滑化・支援力の
向上を図ります。また、既
存事業の改善や新たな事業
の検討を行います。

P47
福祉・子ど
も部

子育て支援
課

〇 年5回延べ人数21人参加。

様々なケースについて話し合
うことにより具体的な対応や
他部署との連携強化を図るこ
とができた。

実施 年6回延べ人数28人参加。

様々なケースについて話し
合うことにより具体的な対
応や他部署との連携強化を
図ることができた。

実施 年6回延べ人数33人参加。

様々なケースについて話し合う
ことにより具体的な対応や他部
署との連携強化を図ることがで
きた。

実施 今後も充実させていきたい。 年5回延べ人数30人参加。

様々なケースについて話し
合うことにより具体的な対
応や他部署との連携強化を
図ることができた。

実施 今後も充実させていきたい。 取組を継続。

講演会・教
室の実施

生きづらさの要因となる事
柄についての講演会や教室
を実施し、理解の促進及び
普及啓発を行います。

P49

企画部
福祉・子ど
も部
生涯健幸部

男女共同参
画　セン
ター
障害福祉課
健康推進課

男女共同参画の発信拠点としての
ミッションを自覚し、市民の関心
や社会に動向をみながら必要とさ
れる学習・情報提供の機会を更な
る平等の推進と様々な交流等を
図っていく。

昨年度から始まった地方創生
推進交付金事業は「子育てし
やすいまち清瀬」で女性が輝
く働く場活性化事業として女
性起業活性化、社会課題解決
型社会起業の支援強化、女性
の多様な働き方の支援を三本
の柱に男女共同参画を推進す
る。

100%

（男女共同参画センター）男女共
同参画の発信拠点としてのミッ
ションを自覚し、市民の関心や社
会に動向をみながら必要とされる
学習・情報提供の機会を更なる平
等の推進と様々な交流等を図って
いく。
（障害福祉課）障害者週間に障害
者理解と差別解消の啓発記事を市
報に掲載したが、講演会や教室の
開催は行えていない。

（男女共同参画センター）
本年度で完了する地方創生
推進交付金事業は「子育て
しやすいまち清瀬」で女性
が輝く働く場活性化事業と
して女性起業活性化、社会
課題解決型社会起業の支援
強化、女性の多様な働き方
の支援を三本の柱に男女共
同参画を推進する。
（障害福祉課）新型コロナ
ウイルス感染症まん延防止
により講演会などを開催で
きる状況にないが、代替方
法を考える工夫が必要であ
る。

男女共同
センター
100％

障害福祉
課　未実

施

（男女共同参画センター）コロナ
禍による不安を抱える女性が社会
とのつながりを回復するためピア
サポート交流会を開催し、不安や
ストレスの解消支援を実施した。
また、特徴的なものとして、ひき
こもりの女性、LGBTQ当事者の方
の居場所をそれぞれ生きづらさの
解消に向けて開催した。
（障害福祉課）障害者週間に障害
者理解と差別解消の啓発記事を市
報に掲載した。障害者週間の障害
者施設作品展示会場で、ポスター
掲示やリーフレットの配布を行っ
た。

（男女共同参画センター）講演
会にとらわれず民間委託による
交流会や当事者協力による居場
所づくりという形で生きづらさ
を抱える方々を支援した。参加
者に寄り添う支援を実施でき
た。
（障害福祉課）コロナ禍で活動
の制限があり講演会などは実施
できていない。

男女共同
参画セン

ター100％
障害福祉
課50%

生きづらさを感じる当事者が
求める支援をさらに検討し、
実施につなげる。

12月市報掲載予定。

生きづらさを感じる方々
（性的マイノリティ）を理
解し、支援者（アライ）を
増やすことを目的に当事者
の意見を取入れた講演会を
開催した他、定期的に交流
の場を設けて支援した。
さらに若年層の当事者の交
流の場を多摩地域の自治体
と連携しで設けた。

100%

支援者を増やすことでＬＧＢ
ＴＱ理解促進につながること
を講座等で発信していく。
また、生きづらさを感じる女
性（コロナ禍、ひきこもり）
に対する支援を実施する。

取組を継続。

データDV
等暴力の防
止に向けた
意識啓発

高校生等10代の若者を対象
としたデートＤＶ等暴力の
防止についての啓発を進め
ます。

P49 企画部
男女共同参
画　セン
ター

アイレック内に清瀬市独自で作成
したリーフレットの設置。
国や東京都からの広報素材を提供
している。

交流コーナーに来る高校生等
に対して「これもＤＶなん
だ」と認識し、少しづつでも
『拡散』という方法で啓発す
る。

75%

アイレック内に清瀬市独自で作成
したリーフレットの設置。
国や東京都からの広報素材を提供
している。

交流コーナーに来る高校生
等に対して「これもＤＶな
んだ」と認識し、少しづつ
でも『拡散』という方法で
啓発する。

75%

男女共同参画センターを利用する
高校生等10代の若者向けに、セン
ター内には、ポスター・チラシ・
カードの設置、トイレ内の洗面所
にもDV相談のカードの設置を行っ
ている。11月に実施したパープル
キャンドルなどのイベントでも
デートDVについて啓発を行うた
め、リーフレットを設置した。DV
相談も予約制で受け付けている。

引き続き、高校生等10代向けに
デートDV等、暴力防止のため啓
発・情報提供をするほか、DV相
談も継続していく。

75%

若年層にデートDVに関する情
報を発信するため、様々なメ
ディアの活用を検討するとと
もに、パープルキャンドルな
どのイベントを通して暴力防
止の啓発に努める。

カード型、小冊子等を作成
し設置。パープルリボン
キャンドル実施。

センターの学習・交流ス
ペースには多くの中高生が
自習のために来館する。
デートDVに関する情報を掲
示する等、防止の啓発に努
めた。
また、11月には清瀬駅前で
パープルキャンドルを実
施、帰宅途中の学生が足を
止める姿もあった。

75%

パープルキャンドルの継続実
施をはじめ、若年層に対する
様々な方法での啓発を実施す
る。

取組を継続。

性的マイノ
リティに関
する啓発の
充実

広く市民・団体向けに性的
マイノリティに対する理解
と人権尊重のための対応を
知るための啓発、学習事業
を実施します。

P49 企画部
男女共同参
画　セン
ター

地方創生推進交付金事業の一環と
してソーシャルネットワークラボ
の講座を行い、「ＬＧＢＴの子ど
もたちの現状」講座（山下 敏雅
氏、2月29日開催、26名受講）で啓
発を推進した。この講座の中で地
域で活動する団体、虹色とんちー
や社会福祉事業大学のサークルの
活動紹介も行った。他自治体の取
り組みの情報提供については館内
に施置して啓発を行った。

講座や広報、職員向けの研修
等、過去には実施実績がある
が今年度については優先順位
の高い他のテーマを優先して
しまった。

50%

陳情が採択されたのをうけ、講座
等で啓発を行い、他自治体の取り
組みの情報提供については館内に
施置して啓発を行った。

男女共同参画　センター
産業振興課

100%

パートナーシップ制度の検討と
LGBTQ理解促進を二つ柱に、
LGBTQ当事者の参画型のイベント
等の企画・実施をした。制度に関
する講座、ドキュメンタリー上映
のほか、当事者の居場所事業とし
てカフェを開催した。また、制度
導入先進自治体による連絡会のメ
ンバーとなり、情報を共有し啓発
充実参考とした。

当事者と共に理解促進のための
事業維新は、より効果的な企画
を生み出すことになった。

100%

LGBTQ理解促進は引続き当事
者の参画による事業展開して
いく。また、パートナーシッ
プ制度は都や他の自治体の状
況を注視しながら前向きに導
入に向けた検討を継続する。

講演会を実施。きよにじカ
フェを開催。

性的マイノリティを理解
し、支援者（アライ）を増
やすことを目的に当事者の
意見を取入れた講演会を開
催した他、定期的に交流の
場を設けて支援した。
さらに若年層の当事者の交
流の場を多摩地域の自治体
と連携しで設けた。
パートナーシップ制度は東
京都の制度化により独自構
築は休止した。

100%

支援者を増やすことでＬＧＢ
ＴＱ理解促進につながること
を講座等で発信していく。

取組を継続。

4-6子ども・
若者向け相
談支援の推
進

4-7家庭環境
に課題があ
る子どもへ
の支援

5-1理解の促
進・啓発の
推進

重点施策５　生きづらさを抱えた人への支援
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計画における
項目

実施内容
計画書
ページ

担当部署 担当課 再掲 令和元年度実施状況
令和元年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度（％） 令和2年度実施状況

令和2年度　実施状況に関す
る担当課の評価

達成度（％） 令和3年度の実施状況
令和3年度実施状況に関する担当

課の評価
達成度(％)

今後（令和4年度以降）の
実施計画

令和4年度の実施状況
令和4年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度
（％）

今後（令和5年度以降）の
実施計画

令和5年度の実施状況

ハラスメン
ト等の防止
啓発の推進

市民・団体に対するストー
カー、セクハラ、パワハラ
等あらゆるハラスメント・
暴力にかかわる情報提供・
啓発・学習を推進します。

P49 企画部
男女共同参
画　セン
ター

きよせ女性広報紙Ｍｓ．スクエア
第94号において「今、セクハラを
考える～明確なYES以外は全て
NO！～」の特集を組んでハラスメ
ントに対する啓発を行った。男女
共同参画週間記念講座として千田
有紀氏の講座で「『なぜ無罪？な
ぜ防げない？』～女性と子どもへ
の暴力・性暴力・虐待のつながり
を見極める～」について行い（7月
20日実施、33名参加）、人権週間
記念講座として伊藤 和子氏の講演
で「『なぜ無罪？なぜ防げない？
PartⅡ』～法律の視点から事件をひ
もといてみると…～」について行
い、弁護士の視点で性暴力被害者
への支援や＃MeToo運動についての
啓発を行った。（1月25日実施、30
名参加）
国や東京都から送付される啓発資
料を配架した。

スクエアの全戸配布による影
響は、全市民に対しての『セ
クハラ』の意識づけに寄与し
ている。

100%
コロナ期においてDVの増加等も言
われているので相談に結び付くよ
うな情報提供を行う。

コロナ禍も相談事業は継続
する。

100%

男女共同参画センター内にはハラ
スメントや暴力に関する図書を配
架し、チラシ・ポスター等も設置
することで情報提供・啓発・学習
を推進している。一般相談やDV相
談などでハラスメントや暴力にか
かわる相談の実施を行った。

ハラスメント、暴力に関する情
報を発信するため、様々なメ
ディアの活用を検討するととも
に、相談事業の充実やパープル
キャンドルなどのイベントを通
して暴力防止の啓発に努める。

100%
情報提供・啓発・学習を推進
しつつ、相談事業を継続して
いく。

取組を継続。

センター内の図書コーナー
でのハラスメントに関する
図書の配架を実施した。
アイレック相談においてハ
ラスメントを含む相談を受
付けた。

100%
ハラスメントにかかわる情報
を様々な媒体で発信してい
く。

取組を継続。

性暴力に関
する情報提
供・予防啓
発

若者層、関係者・団体に向
けた性暴力に関する情報提
供、研修、学習啓発事業を
実施します。

P49 企画部
男女共同参
画　セン
ター

東京都と民間団体の連携による性
暴力被害者支援事業でもある性暴
力救援ダイヤルNaNa(24時間ホット
ライン）については常時広報を
行っている。
アイレック相談カード、アイレッ
ク案内パンフレットを常時、配布
している。
きよせ女性広報紙Ｍｓ．スクエア
第94号において「今、セクハラを
考える～明確なYES以外は全て
NO！～」の特集を組んでハラスメ
ントに対する啓発を行った。男女
共同参画週間記念講座として千田
有紀氏の講座で「『なぜ無罪？な
ぜ防げない？』～女性と子どもへ
の暴力・性暴力・虐待のつながり
を見極める～」について行い（7月
20日実施、33名参加）、人権週間
記念講座として伊藤 和子氏の講演
で「『なぜ無罪？なぜ防げない？
PartⅡ』～法律の視点から事件をひ
もといてみると…～」について行
い、弁護士の視点で性暴力被害者
への支援や＃MeToo運動についての
啓発を行った。（1月25日実施、30
名参加）

社会の中で女性への暴力によ
る事件が顕在化し、市民の関
心が高かまったと考えられた
ため、講座実施につながっ
た。

75%

東京都と民間団体の連携による性
暴力被害者支援事業でもある性暴
力救援ダイヤルNaNa(24時間ホット
ライン）については常時広報を
行っている。
アイレック相談カード、アイレッ
ク案内パンフレットを常時、配布
している。

社会の中で女性への暴力に
よる事件が顕在化し、市民
の関心が高まったと考えら
れたため、講座内容を考え
たい。

50%

女性に対する暴力をなくす運動の
一環でパープルキャンドルを実施
し啓発に努めた。また、アイレッ
ク相談カードや内閣府ワンストッ
プ支援センターのカード、性暴力
救援ダイヤルNanaカードを目につ
きやすい場所に配置している。

幅広い年齢層の人たちに対する
性暴力の予防・啓発に貢献し
た。

80%

若年層にデートDVに関する情
報を発信するため、様々なメ
ディアの活用を検討するとと
もに、パープルキャンドルな
どのイベントを通して暴力防
止の啓発に努める。

取組を継続。

パープル・キャンドルを継
続実施するとともに、ホー
ムページでの情報発信を強
化した。
また子どもを性暴力から守
るための講座をアイレック
まつりのワークショップと
して実施した。

80% 情報発信を継続。 取組を継続。

学校出前講
座

市内の小学校、中学校、高
等学校に、デートＤＶ、Ａ
Ｖ出演強要等をテーマとし
た講座を行います。

P49 企画部
男女共同参
画センター

「男女平等推進条例子どもガイド
ブック」を市内小学5年生に配布
し、「子どもが作った人権かる
た」の制作・展示を行った。出前
講座の企画はあったが中止になっ
た。

継続事業であるガイドブック
配布、人権かるた実施は継続
できたが出前講座はコロナの
影響で中止になった。

100%

「男女平等推進条例子どもガイド
ブック」を市内小学5年生に配布
し、ガイドブックの改訂を検討し
始めた。

継続事業であるガイドブッ
ク配布は継続できたが出前
講座、人権かるた事業はコ
ロナの影響で中止になっ
た。

100%

学校を直接訪問してのデートDV講
座は実施していない。児童への啓
発としては継続して実施している
「男女平等推進条例子どものため
のガイドブック」の全小学5年生へ
の配布により、人権尊重やお互い
を大切にすることなどを発信して
いる。

児童等への講座は数年実現して
おらず、別な形での啓発を検討
する。

70%

デートDVに特化したものでは
ないが、大切なことを発信す
るガイドブックの配布を継続
する。また、成人年齢引き下
げに伴う意識付けを国の啓発
事業を活用する。

取り組みを実施。全小学5年
生への配布。

子ども向け男女平等推進条
例ガイドブックを新装版を
2年をかけて市民参画によ
り完成した。イラストの多
様等の工夫をし、７月に小
学５年生に配付した。

70%

出前講座としての実施は検討
中であるが、ガイドブックの
配布により「お互いを大切に
する」という主旨を啓発して
いく。

６月にガイドブックを配布

ヘルプカー
ドの配布

周囲の人に配慮が必要なこ
とを知らせ、日常生活や災
害時などの困った時に手助
けを受けやすくするヘルプ
カードを配布します。

P49
福祉・子ど
も部

障害福祉課

障害者週間にヘルプカードを周知
する記事を掲載し普及を進めた。
また、福祉まつりの会場において
も配布を行った。

ヘルプカードの認知は進んで
はいるが、配慮の必要な方へ
のアプローチの方法について
啓発が必要である。

50%
障害者週間にヘルプカードを周知
する記事を掲載し普及を進めた。

ヘルプカードの認知は進ん
でいるが、配慮の必要な方
の利用を進めるアプローチ
が必要である。

80%

障害者手帳を取得した方や転入手
続きをされた方にサービスの説明
の漏れをなくすチェックシート
に、ヘルプカードのチェック欄を
追加し、もれなく周知する流れを
作った。

サービスの説明のチェックシー
トに、ヘルプカードチェック欄
を追加したことで、ヘルプカー
ドの配布数が明らかに増えた。
既に所持している方にも複数の
所持を勧めた。

80% 継続。

障害者手帳を取得した方や
転入手続きをされた方に対
し、チェックシートを活用
して随時周知している。

アイレック相談における
「しごと相談」を令和３年
８月より月２回実施に増設
したことを４年度も継続し
就労をサポートした。
キャリアコンサルタント及
びマザーズハローワークに
よる出張相談会を実施し多
方面から就労支援すること
ができた。

75%

アイレック相談を見直す中で
「しごと相談」の回数を減ら
すことなく実施する。
ワークライフバランスを意識
した就労支援を相談会、求人
情報で実施する。

８月より事業開始

障害者の人
権に関する
啓発活動

障害者週間を中心に障害者
理解を推進するための事業
を行い、障害者の権利擁護
に関する啓発活動を行いま
す。

P50
福祉・子ど
も部

障害福祉課

障害者週間に市報に記事を掲載
し、またクレアギャラリー、市民
課ロビーにおいて市内障害者施設
を紹介する展示をした。

展示スペースに制限があるが
実施した。

80%

障害者週間に市報に記事を掲載し
た。またクレアギャラリーと市民
課ロビーを使って市内障害者施設
を紹介する展示を行った。

例年実施しているが参加施
設からの出品が少なくなっ
ている。展示内容を充実さ
せる工夫が必要である。

80%

障害者週間に障害者理解と差別解
消の啓発記事を市報に掲載した。
障害者週間に障害者施設作品展示
を行い、同会場でポスター掲示や
リーフレットの配布を行った。市
役所職員に対して障害者理解促進
のユニバーサルマナー研修を行っ
た。

コロナ禍で活動の制限があり講
演会は実施できていないが、講
演会以外は概ね計画通りに行え
た。

70% 継続。

障害者週間中に障害者理解
と差別解消を啓発するた
め、市報への掲載や障害者
施設で作成した作品展示を
行った。また、同会場でポ
スターの掲示やリーフレッ
トの配布を併せて行った。
市役所職員に対して障害者
理解促進のユニバーサルマ
ナー研修を行った。

相談内容等を相談員とも検
討し、本人がＤＶと気付い
ていない方が多いことに注
目し、アイレック相談の見
直しを検討した。

100%

ＤＶ相談と一般相談を合体し
「女性の悩み相談」と名称を
変更し、より受けやすい環境
を構築し、その中で悩みを解
決することとする。
なお、１年間の検証の上、さ
らに向上に努めていく。

女性の悩み相談として、し
ごと相談、法律相談の３本
柱でスタートすた。

人権教育・
性教育の推
進

人権問題や東京都教育委員
会の「性教育の手引き」に
基づいた生命尊重等、それ
ぞれの性を理解し、尊重す
るための人権教育・教科教
育を実施します。

P50 教育部 教育指導課
学習指導要領に示されている各教
科等の内容と関連させ適切に行っ
た。

性教育については、性に対す
る価値観が様々であり、集団
で一律に指導すべき内容と個
別に指導する内容との区別が
難しいため、学習指導要領及
び「性教育の手引」の範囲内
で指導した。

100%
学習指導要領に示されている各教
科等の内容と関連させ適切に行っ
た。

性教育については、性に対
する価値観が様々であり、
集団で一律に指導すべき内
容と個別に指導する内容と
の区別が難しいため、学習
指導要領及び「性教育の手
引」の範囲内で指導した。

100%
学習指導要領に示されている各教
科等の内容と関連させ適切に行っ
た。

性教育については、性に対する
価値観が様々であり、集団で一
律に指導すべき内容と個別に指
導する内容との区別が難しいた
め、学習指導要領及び「性教育
の手引」の範囲内で指導した。

100% 実施を継続。
学習指導要領に示されてい
る各教科等の内容と関連さ
せ適切に行った。

性教育については、性に対
する価値観が様々であり、
集団で一律に指導すべき内
容と個別に指導する内容と
の区別が難しいため、学習
指導要領及び「性教育の手
引」の範囲内で指導した。

100% 実施を継続。 実施を継続。

市民相談

法律相談、土地建物登記(表
示)・測量相談、人権身の上
相談、不動産取引相談、年
金・労働相談、登記（相
続・遺言）相談、税務相
談、相続・暮らしの手続き
相談等を行います。相談者
の中で、自殺のリスクを抱
えた人を必要な支援機関へ
つなげます。

P50

企画部
（令和４年
度～地域振
興部）

シティプロ
モーション
課（令和４
年度～市民
協働課）

〇

法律相談、人権身の上相談、土地家屋
調査士相談（境界・測量・登記）、不
動産取引相談、年金・労働相談、司法
書士相談（登記・相続・遺言）、税務
相談、行政書士相談（相続・遺言書等
の手続）等を行います。相談者の中
で、自殺のリスクを抱えた人を必要な
支援機関へつなげます。

法律相談や税務相談、司法書
士相談や行政書士相談などと
比べ、人権身の上相談などは
実施件数が少なく、周知等が
必要。

実施

法律相談、土地家屋調査士相談（境
界・測量・登記）、不動産取引相談、
年金・労働相談、司法書士相談（登
記・相続・遺言）、税務相談、行政書
士相談（相続・遺言書等の手続）、行
政相談、交通事故相談を行いました。
相談者の中で、自殺のリスクを抱えた
人を必要な支援機関へつなぐ。

令和元年度で課題のあっ
た、周知方法については、
相談の内容を市民目線でわ
かりやすく説明したチラシ
を作成し、公共施設にも設
置し周知を図った。

実施

相談の種類によっては、コロナの
感染状況により対面で実施できな
い期間中も、相談者が対面での相
談を強く求めたときは感染症対策
を行い時間を短くする等の対応を
して対面での相談にも対応した。

コロナ禍で対面での相談が難し
いときは電話相談を案内する
等、相談者に配慮した対応がで
きた。

100

法律相談、土地建物登記(表
示)・測量相談、人権身の上相
談、不動産取引相談、年金・
労働相談、登記（相談・遺
言）相談、税務相談、相続・
暮らしの手続き相談等を行い
ます。相談者の中で、自殺の
リスクを抱えた人を必要な支
援機関へつなぐ。

夜間弁護士相談2回実施、市
報等により周知啓発、100%
予約入る。総合相談会にて
こころの健康相談を同時実
施。

夜間弁護士相談2回実施、
市報等により周知啓発、
100%予約入るが、本人理由
によりｷｬﾝｾﾙ3件あり。特
設総合相談にてこころの健
康相談を同時実施した。

100%

法律相談、人権身の上相談、
土地家屋調査士相談（境界・
測量・登記）、不動産取引相
談、年金・労働相談、司法書
士相談（登記・相続・遺
言）、税務相談、行政書士相
談（相続・遺言書等の手
続）、行政相談、交通事故相
談を行う。相談者の中で、自
殺のリスクを抱えた人を必要
な支援機関へつなぐ。

夜間弁護士相談を2回から3
回に増設、市報等により周
知啓発、1回目100%予約入
る。特設総合相談にてここ
ろの健康相談を同時実施。

働き方サ
ポート事業

就労、再就職、就業等のサ
ポートを行います。求職者
の中で、生活面で困窮して
いる人を必要な支援機関へ
つなげます。

P50 企画部
男女共同参
画　セン
ター

「男女平等推進条例子どもガイド
ブック」を市内小学5年生に配布
し、「子どもが作った人権かる
た」の制作・展示を行った。出前
講座の企画はあったが中止になっ
た。

継続事業であるガイドブック
配布、人権かるた実施は継続
できたが出前講座はコロナの
影響で中止になった。

100%
①「しごと相談」を開催した。
②ハローワークからの情報をコー
ナーを作り周知した。

コロナ禍の中で貧困等の悩
みを抱えている方が相談に
結び付くように相談事業は
継続した。

75%

アイレック相談における「しごと
相談」をコロナ禍による事業実施
制限のある中、継続して開催し、
キャリアコンサルタントによる就
労のサポートを実施した。
また、新規事業として仕事と子育
て、家庭を両立しやすい求人情報
を提供するマザーズハローワーク
による出張相談会を開催した。

コロナ禍において、就労を含め
困難を抱えた女性が増加したと
いう報告もあり、相談実施日の
増加や就労に関する新規事業を
展開し、子育て期における支援
を実施できた。

75%

令和3年度から開始した就労支
援を発展的に継続するととも
に、既存の相談事業を含め事
業の実施を周知していく。

取組を継続。

アイレック相談における
「しごと相談」を令和３年
８月より月２回実施に増設
したことを４年度も継続し
就労をサポートした。
キャリアコンサルタント及
びマザーズハローワークに
よる出張相談会を実施し多
方面から就労支援すること
ができた。

75%

アイレック相談を見直す中で
「しごと相談」の回数を減ら
すことなく実施する。
ワークライフバランスを意識
した就労支援を相談会、求人
情報で実施する。

８月より事業開始

5-1理解の促
進・啓発の
推進

5-1理解の促
進・啓発の
推進

5-2相談体制
の充実
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計画における
項目

実施内容
計画書
ページ

担当部署 担当課 再掲 令和元年度実施状況
令和元年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度（％） 令和2年度実施状況

令和2年度　実施状況に関す
る担当課の評価

達成度（％） 令和3年度の実施状況
令和3年度実施状況に関する担当

課の評価
達成度(％)

今後（令和4年度以降）の
実施計画

令和4年度の実施状況
令和4年度　実施状況に関す

る担当課の評価
達成度
（％）

今後（令和5年度以降）の
実施計画

令和5年度の実施状況

DV・ハラ
スメント等
相談

一般相談、ＤＶ相談、モラ
ハラ相談、法律相談の周知
に努め、被害の重度化を防
ぎ、回復過程の心のケアに
対応します。

P50 企画部
男女共同参
画　セン
ター

相談の実施（一般相談《年間94
件》、法律相談《年間58件》、DV
相談《年間82件》）を通じてサ
ポートを行い、緊急性の高い事例
を中心に担当部署とも連携を行
う。

電話申込みの際に、相談内容
を聞き取りDV（法律）相談
につなげた例もあった。

75%

相談の実施（一般相談《年間134
件》、法律相談《年間61件》、DV
相談《年間61件》）を通じてサ
ポートを行い、緊急性の高い事例
を中心に担当部署とも連携を行
う。

電話申込みの際に、相談内
容を聞取りDV（法律）相談
につなげた例もあった。

75%

コロナ禍においてDVが増加してい
るという報告もあり、DV相談を含
むアイレック相談は緊急事態宣言
中も休止することなく、相談受け
入れ態勢を継続した。
また、国や支援団体による様々な
相談をホームページなどで積極的
に配信し、被害の重度化を防ぐた
めに「相談できなかった。」とい
うことを回避した。

令和3年度は相談を中止する自治
体もある中、被害者の支えとな
るよう当センターの相談を休止
することはしなかった。相談員
調整会議では各相談の傾向や相
談環境の向上等を議論してい
る。

100%

現在のアイレック相談を継続
しつつ、より相談者の支援と
なる方法を検討するととも
に、様々な媒体での周知を実
施する。

取組を継続。

相談内容等を相談員とも検
討し、本人がＤＶと気付い
ていない方が多いことに注
目し、アイレック相談の見
直しを検討した。

100%

ＤＶ相談と一般相談を合体し
「女性の悩み相談」と名称を
変更し、より受けやすい環境
を構築し、その中で悩みを解
決することとする。
なお、１年間の検証の上、さ
らに向上に努めていく。

女性の悩み相談として、し
ごと相談、法律相談の３本
柱でスタートすた。

障害者虐待
相談（清瀬
市障害者虐
待防止セン
ター）

障害者虐待の予防と啓発を
行います。虐待の通報や疑
いがある場合は、事実確
認、障害者の保護、養護者
への支援を通して問題の解
決を図ります。

P50
福祉・子ど
も部

障害福祉課 〇

市報に啓発記事を掲載し、福祉ま
つりで障害者虐待防止のリーフ
レットを配布した。虐待通報には
事実確認とその後の対応を行って
いる。

虐待通報には通報を受けた当
日に本人の安全確認を行って
いる。

50%
市報に啓発記事を掲載した。虐待
通報には事実確認とその後の対応
を行った。

虐待通報には通報を受けた
当日に本人の安全確認を
行っている。

50%
虐待通報の事実確認とその後の対
応を行った。障害福祉係の新入職
員が虐待予防研修を受講した。

虐待通報には速やかに本人の安
全確認を行い、その後の聞き取
り調査には、再発予防を見据え
て相談支援事業所（相談支援専
門員）の協力を得た。再発予防
の対策まで確認している。

80% 取組を継続。

市内の障害福祉サービスを
提供する事業所に向けて、
当市地域自立支援協議会が
主催で虐待防止研修会を開
催し、予防と啓発に努め
た。また、虐待通報に対し
て即時対応を行った。

虐待通報に対しては、通報
者から、被虐待者の安全確
認を行い、緊急性の有無を
判断している。

実施 取組を継続。 取組を継続。

障害者相談
員による相
談（身体・
知的障害者
相談員）

身近な地域の相談者とし
て、障害当事者や家族を身
体・知的障害者相談員とし
て選任し、実施します。

P50
福祉・子ど
も部

障害福祉課 各1名ずつ任命し実施している。 相談員が活動しやすい体制を支援している。100% 各1名ずつ任命し実施している。
相談員が活動するための会
場の確保を行い、活動を支
援した。

80% 各1名ずつ任命し実施している。

相談員が活動するための会場の
確保を行い、活動を支援した。
活動を紹介するチラシを障害福
祉課窓口に置き周知に務めた。

70% 取組を継続。
各1名ずつ任命し実施してい
る。

相談会の実施により、当事
者や家族等からの相談を受
けており、相談者の悩みを
解消するために助言を行っ
ている。

80% 取組を継続。 取組を継続。

子どもが気
軽に相談で
きる窓口・
子どもの居
場所づくり

子どもからの悩みに対する
相談できる場、子どもの居
場所づくりとして児童館、
放課後子ども教室等の充実
を図ります。

P50
福祉・子ど
も部

子ども家庭
支援セン
ター

子どもからの悩みに対する相談で
きる場、居場所づくりとして、年
間を通じて、子ども家庭支援セン
ターを開設し、相談に対応した。

子どもからの悩みに対する相
談できる場、居場所づくりの
充実を図れた。

実施

子どもからの悩みに対する相談で
きる場、居場所づくりとして、年
間を通じて、子ども家庭支援セン
ターを開設し、相談に対応した。

子どもからの悩みに対する
相談できる場、居場所づく
りの充実を図れた。

実施

子どもからの悩みに対する相談で
きる場、居場所づくりとして、年
間を通じて、子ども家庭支援セン
ターを開設し、相談に対応した。

子どもからの悩みに対する相談
できる場、居場所づくりの充実
を図れた。

実施

引き続き、子どもからの悩み
に対する相談できる場、居場
所づくりの充実を図ってい
く。

子どもからの悩みに対する
相談できる場、居場所づく
りとして、年間を通じて、
子ども家庭支援センターを
開設し、相談に対応した。

子どもからの悩みに対する
相談できる場、居場所づく
りの充実を図れた。

実施

引き続き、子どもからの悩み
に対する相談できる場、居場
所づくりの充実を図ってい
く。

取組を継続。

来室・電話
相談

清瀬市教育支援センター内
の教育相談室やSSWにて、心
身の発達や家庭教育、心の
問題等について悩みを抱え
る児童・生徒及び保護者を
対象に、臨床心理士による
相談を行います。

P50 教育部 教育指導課 〇
来室相談・電話相談合わせて300件
以上の相談を受けた。

進路・適正に関する相談が最
も多く、次いでいじめ・不登
校に相談が多い結果となっ
た。学校や家庭のニーズに合
わせ支援を行っていく。

100%
来室相談・電話相談合わせて300件
以上の相談を受けた。

進路・適正に関する相談が
最も多く、次いでいじめ・
不登校に相談が多い結果と
なった。学校や家庭のニー
ズに合わせ支援を行ってい
く。

100%
来室相談・電話相談合わせて300件
以上の相談を受けた。

進路・適正に関する相談が最も
多く、次いでいじめ・不登校に
相談が多い結果となった。学校
や家庭のニーズに合わせ支援を
行っていく。

100% 実施を継続。
来室相談・電話相談合わせ
て300件以上の相談を受け
た。

進路・適正に関する相談が
最も多く、次いでいじめ・
不登校に相談が多い結果と
なった。学校や家庭のニー
ズに合わせ支援を行ってい
く。

100% 実施を継続。 実施を継続。

事例検討会

必要に応じて、関係部署に
て事例検討会を開催し、そ
れぞれの支援の考え方や具
体的な対応についての認識
を共有し、理解し合うこと
で連携の円滑化・支援力の
向上を図ります。また、既
存事業の改善や新たな事業
の検討を行います。

P51 生涯健幸部 健康推進課 〇 - - 未実施 - - 未実施 - - 未実施 今後、体制を組んで実施予定。 ₋ ₋ 未実施 今後、体制を組んで実施予定。 ₋

市民活動の
支援

市民活動に関する情報や活
動支援のための講座や研修
の機会等を提供し、市民の
活動の活性化を図ります。

P51

企画部
（令和４年
度～地域振
興部）

シティプロ
モーション
課（令和４
年度～市民
協働課）

「よくわかるボランティア市民活
動入門講座」や「プロに教わる！
活動継続の秘訣」などの講座を開
催。

引き続き講座や研修等の開催
を通じて市民活動の活性化を
図る。

実施

コロナ禍で例年の活動支援事業の
多くが開催できなかったが「ボラ
ンティア市民活動相談会」や「ビ
デオ会議ツールお試し相談会」な
どを開催。

引き続き講座や研修等の開
催を通じて市民活動の活性
化を図る。

実施

オンラインでの研修や、感染症対
策を行い人数を制限して講座を開
催する等、ボランティアや市民活
動の場を確保した。
地域活動では円卓会議を開催でき
ない地域がある中、役員のみの開
催等、工夫して開催できた地域も
あった。

ボランティア・市民活動につい
ては概ね取り組めた。
地域活動については、円卓会議
を実施できた地域もあったがほ
とんどの地域がコロナ禍で開催
することが難しかった。

70%

ボランティア・市民活動は引
き続き活動の場を確保する。
地域活動は連携をとり再開に
向けて各地域と調整を図る。

コロナ禍の状況を留意しな
がら、ボランティア・市民
活動の支援や活動の場の確
保などに取り組めた。活動
している円卓会議は５つと
なり、そのうち３つの円卓
会議がイベントを開催し
た。

感染対策を行うことで、ボ
ランティア・市民活動は拡
充・再開している。
地域活動については、円卓
会議の再開やイベントの開
催等を通して市民活動や地
域コミュニティの活性化に
つながった。

70%

ボランティア・市民活動につ
いては講座等の充実を図る。
地域活動は円卓会議等を通し
て社会参画の促進を図る。

　ボランティア・市民活
動・円卓会議等の地域コ
ミュニティ活動の活性化に
より社会活動への参加の機
会を増やす。

DV連絡協
議会

関係機関との連絡会を実施
します。

P51
（令和４年
度～地域振
興部）

男女共同参
画　セン
ター

配偶者等からの暴力対策連絡協議
会（6月25日、1月7日開催）等にて
情報共有、連携を確認した。
子ども家庭支援センター主催の清
瀬市要保護児童対策地域協議会に
出席して情報共有を行っている。

DV被害者に関わる各機関と
の連携会議を開催し、最新の
情報やDVの傾向、国や都の
動きなどを確認した。

75%

配偶者等からの暴力対策連絡協議
会（6月30日、1月29日開催）等に
て情報共有、連携を確認した。
子ども家庭支援センター主催の清
瀬市要保護児童対策地域協議会に
出席して情報共有を行っている。

DV被害者に関わる各機関と
の連携会議を開催し、最新
の情報やDVの傾向、国や都
の動きなどを確認した。

75%

例年2回開催しているが、コロナ禍
の影響により3月に1回のみ開催と
なった。警察署によるDV被害の傾
向や支援者によるアドバイスなど
参加者にとって有益な会議となっ
た。

コロナ禍における傾向の把握
は、実際に被害者とかかわる参
加者のスキルアップとなった。

75%
2回開催を目途に参加者の有益
な情報収集の場とする。

2回実施予定。

コロナ禍におけるＤＶ被害
者の状況や昨今の傾向等を
専門家からの報告によりス
キルアップに繋がった。

75%
2回開催を目途に参加者の有益
な情報収集の場とする。

10月以降に開催予定

障害者向け
の施設の運
営

就労に関する幅広い相談・
支援を担う清瀬市障害者就
労支援センター、各種障害
福祉サービスや相談支援を
担う清瀬市障害者福祉セン
ター、障害者の余暇活動や
社会との交流の促進の場の
提供を担う地域活動支援セ
ンターの運営を行います。

P51
福祉・子ど
も部

障害福祉課 各機関と情報交換し適切な運営行った。適正な運営を行った。 100%
新型コロナウイルス感染症による
活動の制限を行いながら、適切な
運営を行った。

事業所と新型コロナウイル
ス感染症対策を協議しなが
ら、適切な運営を行った。

実施
新型コロナウイルス感染症による
活動の制限を受けたが、適切な運
営を行った。

事業所と新型コロナウイルス感
染症対策を協議しながら、適切
な運営を行った。

80% 取組を継続。
事業所と新型コロナウイル
ス感染症対策を協議しなが
ら、適切な運営を行った。

感染症対策を取り、各種事
業を実施した。感染症に対
する安全性の確保などから
利用者数が一部増加した。

70% 取組を継続。 取組を継続。

地域自立支
援協議会

障害福祉に関する地域課題
を明らかにし、障害者支援
機関の連携と体制強化等に
ついて検討するほか、専門
部会では、特定の分野にお
ける地域課題について整
理・解決を図ります。

P51
福祉・子ど
も部

障害福祉課

年2回開催予定の自立支援協議会は
新型コロナ感染症により1回開催と
なり専門部会の活動も制限を受け
ながら話し合いを継続した。

活動制限のなかで活動を継続した。50%

地域自立支援協議会は年2回の開催
を予定していたが、新型コロナウ
イルス感染症蔓延防止のため1回の
開催にとどまった。専門部会は会
議を開催しなかったが個別の案件
ごとに少人数で協議を行った。

会議の開催が制限される中で継続した。実施

地域自立支援協議会は計画通りに
年2回開催した。専門部会は個別の
案件ごとに少人数で複数回開催し
た。

新型コロナウイルス感染症の動
向を注視しながら開催、運営し
た。

80% 取組を継続。

地域自立支援協議会を年2回
開催した。各専門部会は年4
回程度開催し、個別の事案
を協議した。

地域課題の整理、解決に向
けて協議を進めてきたが、
当該年度は停滞気味であっ
た。

60% 取組を継続。 取組を継続。

5-3地域で見
守り、支え
合いの強
化・社会参
加の促進

5-2相談体制
の充実

5-2相談体制
の充実

10


